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都市経営への 参加の」形態 (3) 

  川崎市水道事業および 下水道事業の 経営と財政に 関する， 
専門委員による 諸答申 一 

奥 村 恵   

い て私の考え方と 希望を，簡単に 述べておきた 
Ⅸ 昭和 55 年の下水道事業答申 き さ に，専門委員とは ，市民および 学識経 

1  水道事業答申から 下水道事業答申 へ 験者として行政から 独立した立場から ，地方公 

Ⅲ 水道事業答申における 専門委員の役割と 兵団体の長に 意見を具申する 行政への参加者の 

立場 一 形態であ ると，性格づけた．事実われわれも ， 

本稿のねら ぃ は，われわれ 川崎市専門委員に 水道事業答申では 学識経験者として ，川崎市長 

る よ 「水道事業および 下水道事業の 経営と財政 に 意見を具申したところであ る． そのさい， 私 

に関する諸答申」の 全体を振り返り ， 「都市経 が ， また同様に専門委員全員がそうだとおも う 

営への参加の 一 形態」の実際を 綴ることであ る   が，願ったことは ，次の三点であ る・① 専門 

このことによって ，川 Ⅲ 奇 雨水道・下水道の 各 時 委員としての 研究・調査の 期間が，できるだけ 

代を反映した 経営・財政の 動向とこれに 伴う答 長期に及ぶものであ ってほしい，② 専門委員 

中 全体の脈絡を 把握でき， また専門委員による の 研究・調査の 事項が，料金値上げに 限， らず 経 

多年に 直 る答申の経緯と 内容について - つの 記 営 ・財政全般に 亘 るものであ ってほしい， そし 

録を残すことができ ，そして川崎市が 学識経験 て ， ③ 市長が，専門委員の 答申内容を十分に 

者と各界の代表者から 意見を聴く経営参加の 行 尊重してほしい ， ということであ る・ そして， 

政、 ンステムを維持してきてきたことを 評価する 幸いなことに ， これらの 3 点については ，一部 

ことができる ， と 思 う のであ る   の点を除いて ， かなりの程度われわれの 希望が 

本稿のこれまで ，すなわち「都市経営への 参 受け入れられてきている ， このことを以下で 簡 

加 の 一 形態」 (m) と (2) においては，水道・ 工業用 単に説明することにしょう   

水道事業に関する 専門委員の答申と 報告のすべ ア 専門委員の研究・ 調査期間の長期性 

てについて，解説してきた・ 昭和 48 年より平成 専門委員としては ，地方公共団体の 長に意見 

元年までの， 7 つの水道・工業用水道事業に 関 を 具申するさ い には，その研究・ 調査の期間は ， 

する答申と報告について ， その内容と経緯を 記 密度の問題はあ るが長 い ほど好ましい． 意見具 

述 したのであ る   中のために十分な 準備期間を確保したがためで 

さて， これら水道関係の 答申と報告の 説明を あ る． 他方，地方公共団体の 長としては， 当面 

終えたこの箇所で ，専門委員の 役割と立場につ の 問題を処理するためには ，期間は短 い ほうが 
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良いかもしれない・ しかし拙速なものよりも 

長期に 亘る 研究，調査が ，究極的には 地方自治 

体に役立つことは 理解されている ， と 思う． 

川崎市長は， このわれわれの 希望を受け入れ ， 

じょじょに「川崎市専門委員の 委嘱」の期間を 

答申の時期に 限らないで，各年度に 亘 るように， 

また諮問を早い 時期に出し答申のための 準備 

期間を十分取りうるように 配慮された．各答申 

について，諮問から 答申までの期間を 示すと 次 

ぎの通りであ る・ ( 括弧内の前の 期日は諮問の 

あ った 日 ，後の期日は 答申をした日であ る． ) 

「昭和 48 年の水道事業答申」 

1 力月 ( 昭和 48 年 2 月 3 日 一 3 月 3 日 ) 

「昭和 50 年の水道事業答申」 

20 日間 ( 昭和 50 年 10 月 22 日 一 11 月 13 日 ) 

「昭和 53 年の水道事業答申」 

約 2 ヵ月 ( 昭和 52 年竹 戸 20 日 一 53 年 1 月 14 日 ) 

「昭和 54 年の中小企業配慮答申」 

約 7  ヵ月 ( 昭和 53 年 6  月 29 日 一 54 年 2  月 3  日 ) 

「昭和 56 年の水道事業答申」 

約 3 年・ 1 年 

( 昭和 53 年 6  月 29 日・ 55 年 4  月 8  日 

一 56 年 4 月 16 日 ) 

「 2 個以上のメーター 料金計算答申」 

1 年 7 ヵ月 ( 昭和 56 年 5 月 9 日 一 57 年 12 月 10 日 ) 

「水道利用加入金制度の 研究」 

9 年 3 ヵ月 

( 昭和 55 年 4 月 8 日一平成元年 7 月 5 日 ) 

これを見ると ，「昭和 48 年の水道事業答申」， 

「昭和 50 年の水道事業答申」，および「昭和 53 年 

の水道事業答申」の 三者は， きわめて短期の 間 

に ， しかも答申が 重ねて行われた． この時代の 

川崎市水道事業は ，本文にも書いた 23 に，相 

模， l@ 統の拡張事業を 必要とする大量な 水需要， 

酒匂川水源の 神奈川県内広域水道企業団からの 

麦水開始，石油危機に 端を発した経済混乱とそ 
の後のインフレ 的不況の進行，そして 水需要構 

造の変化・使用水量の 減退といった ，水道事業 

の経営環境が 目まぐるしく 変化した時期であ り   

これに対応するのに 急であ った．その後同水道 

事業は ， 静かな安定期に 入り ，お 陰で「昭和 56 

年の水道事業答申」の 際の水道料金の 改訂を最 

後にし財政的に 安定し これまで 10 年余の間料 

金の改定が行われていない． 

イ 専門委員の研究・ 調査事項の全般性 

次に，専門委員としては ，意見具申のための 

研究，調査の 事項は，当然の 事ながら料金値上 

げに限定しないで ，経営・財政の 全般に 亘 るも 

のであ ってほしいと 希望する．単に ，値上げの 

ための専門委員であ ってはならないと 考えるた 

めであ る． 

この点についても 川崎市長は，このわれわれ 

の希望を受け 入れ，経営・ 財政の全般に 亘る 事 

項について，諮問するよう 努めてこられた． と 

くに，議会の 付帯決議事項の 検討を含めて ， 

「昭和 54 年の中小企業配慮」，「 2 個以上のメー 

ター料金計算」，そして「水道利用加入金制度」 
といった経営一般に 係る事項について ，諮問さ 

ね た・そして， これらの一般的事項について ， 

研究・答申が 可能であ ったのは，上記のように 

専門委員の委嘱が 恒常的になっていたことによ 

っている． 

ウ 答申内容の市長による 尊重 

最後に専門委員としては ，市長が答申の 内容 

を十分尊重してほしい ， と 希望している．それ 

というのも，施設整備や 維持管理，料金改定の 

改定幅，経営の 合理化等々について 答申した 内 

容は ，答申時点で ，実施することが 社会的に要 

請されていると 判断され，実施しない 時には時 

機を失する恐れがあ るためであ る・例えば，料 

金の改定幅については ， 他 都市との上 ヒ較 等によ 

って，現在の 条件の下では「一定の 費目の一定 

割合を利用者が 負担すべきであ る」という明確 

な意見が ， 込められているのであ る． 

川崎市の場合，水道料金を 正式に決定するの 

は市議会であ るが， これを提案するのは 市長で 

あ り， しかも市長から 諮問された専門委員も ， 

料金の水準と 金額については 意見を持っている   

川崎市には，水道料金について 発言する機関な 

いし人格が姉重に 存在するといえるのであ る． 
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専門委員は，最近では 答申直後に記者会見し 

望ましい使用料改定幅を 発表し これが新聞に 

報道される・ 他方，市長は ，市議会に対して ， 

必要な使用料改定幅を 施政の立場から 提案する   

さらに市議会は ，議決機関として 使用料改定を 

審議決定する．時には ， これら三者のそれぞれ 

の立場が食い 違い ， 異なる数字が 出ることがあ 

下水道事業では ，一般会計からの 独立性が少 

しずつ強くなっており ，下水道答申も ， これま 

では「財政」に 力点があ ったが， 最近は「経 

営」に桂 - 目し これに重点をおきつつあ る・ ま 

た 下水道事業では ，巨額の下水道投資を 行い， 

これに伴って 下水道料金が 高い水準とならざる 

をえなくなっている． ここで重視されるのは ， 

る ・昭和 56 年の水道料金改定の 時には，市当局 

の提案 (55.7% アップ ) を市議会が修正決議 

(53.6% アップ ) したし平成 2 年の下水道使用 

料改定の時には ，専門委員の 判断 (46.3% アッ 

プ ) を下回って，市当局が 提案した (29.8% アッ 

プ ) こともあ る． このような食い 違いが生じる 

という各機関の 立場の違いは 認めるものの ，市 

当局がわれわれ 専門家の答申の 内容を十分尊重 

してほしいと   思い， これを希望しておきた い ・ 

(2 、 水道事業答申から 下水道事業答申へ 

さて， ここで「水道事業答申」から「下水道 

事業答申」へと 目を移すことにしたひ．川崎市 

の水道事業は ，建設時代の 第 8 期拡張工事を 終 

えてから， 自ら原水を求める 施設工事を行わず ， 

通常の配水整備を 行 い ，維持管理時代に 入って 

いる．原水は 神奈川県内広域水道企業団から 購 

入しており， 水の メ 一ヵ 一 から水の卸問屋にな 

っている・そして ，元利償還 金は 一時ピーク と 

なっており，他方人件費が 相対的に増大し 企 

業団からの黄水費も 巨額となり， まさに維持管 

理の時代となっている．水道事業経営は ， 40 年 

代から 50 年代前半の激動の 時期を経て， 50 年代 

の後半から現在にいたる 安定期に入っている． 

これに対して ，川崎市下水道事業は ，何分に 

も指定都市の 中では後発 組 で低 い 下水道普及率 

に甘んじていたが ， 他 都市に追いつくために 巨 

額の下水道投資を 行 い ，普及率の促進に 努めて 

いる． また下水道事業は ，一般会計からの 繰入 

が少なくなく ，管理者も独自の 管理者をもたず 

市長が管理者となっている． しかし， H 繍口 62 年 

4 月に「地方公営企業法」の 財務規定等を 適用 

して，従来の 官庁会計方式から 企業会計方式に 

不参 そ 干した   

各種の利害者集団の 間の調整の視点であ ろう・ 

われわれ専門委員は ， このような調整の 視点に 

留意しながら ，環境条件に 対応する下水道事業 

の経営と財政についての 答申を行ってきたので 

あ り，その内容は 以下に見る通りであ る， 

2  市長の諮問の 主旨 

われわれ専門委員は ，昭和 55 年 1 同 31 日， 川 

崎市長伊藤姉郎氏から「川崎市下水道事業財政 

の在り方について」諮問を 3 けた． その諮問の 

趣旨は ， 次の通りであ る・ 

① 下水道は，市民生活充実のため ，不可欠 

の社会的資本であ り．全市にあ まねく整備され 

なければならない．今日では ，単に生活環境の 

改善や公衆衛生 - の向上のためだけの 施設にとど 

まらず，河川，湖沼，海域等の 公共用水域保全 

のために欠くことの 出来ない根幹的施設として 

広く言 ゑ識 されるに至っている   

② しかし本市においては ， この下水道 施 

設を建設するための 財源， さらにこの施設を 維 

持管理するための 財源基盤が非常に 脆弱であ る   

今後，推進を ぃそ がなければならない 水面下水 

通事業では， 緊 危な財政立て 直しの必要性に 迫 

られている． 

③ 現況に鑑み，下水道事業の 建設，維持管 

理財源確保にかかわる 方策， ならびに下水道使 
用料の在り方について ， きたんのな い ご意見を 

賜りた い ． 

この 23 に，市長の諮問の 趣旨は，下水道の 

根幹的施設としての 重要性，川崎市下水道の 建 

設財源と維持管理財源の 脆弱さ，そして 下水道 

事業の建設・ 維持財源確保の 方策と下水道使用 

料の在り方について ，検討する よう 専門委員に 
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依頼したものであ る   
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とこれを整備すべき 理由を挙げ， また答申の趣 

旨について次ぎのように 述べている． 

すなわち，下水道は ，雨水に よ る浸水を防除 

し便所の水洗化を 可能とし家庭および 事業 

所等から排出された 汚水を処理する 都市の基幹 

的 施設機能であ り， これは，市民の 快適な生活 

環境を実現し また河川・湖沼・ 海 尊公共用水 

域の水質保全をする 課題をもっている． 

の 川崎市下水道の 整備状況は，昭和 54 年度 

末 ，人口普及率が 34.5% と立ち遅れており ，今 

後短期間で鋭意整備をすすめて い くうえで，財 

源確保，執行体制整備，建設用地確保等問題を 
抱えている． 

② 経営環境が急激に 変化し，三次処理の 推 

進 ，エネルギー 危機に対応する 施設改善，汚泥 

処分地の確保，管理運営の 適正化など新たな 視 

点から事業計画を 見直す必要があ る． 

③ 川崎市の下水道財政は ，使用料収入の 伸 

び 悩み，建設費の 増こ う による地方債の 元利償 

還金の急増， 人件費・物件費の 上昇等により ， 

悪化していており ， このことを市民等に 周知登 

底するとともに ，健全な財政確立のために ，経 

費の負担区分を 明確にすることが 必要であ る． 

奉 答申は， これらの情勢をふまえて ，下水道 

事業の公共性と 使用者の負担の 整合に留意し 

他 都市の実情を 参考にしながら ，財政健全化の 

方策について 答申すると，その 姿勢を調って い 

る ． 

4  下水道卒業の 現状と下水道の 整備目標 

は ) 下水道事業の 現状 

答申は，「下水道事業の 現状と下水道の 整備 

目標」のうち ，下水道事業の 現状について ，述 

べている．すなわち ，川崎市下水道事業は ，川 

崎 駅南の汚水・ 雨水の排水施設の 未整備による 

浸水の解消のために ， 昭和 6 年 11 月 第 1 期下水 

道事業が着手された ( 昭和 18 年から 24 年中断 ). 

昭和 51 年度以降の第 4 次下水道整備 5 ヵ年計 

画 では，大江崎処理区および 加瀬処理区の 整備 

に主力をおいて ， 昭和 54 年度末人口普及率 
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34.5%( 面積普及率 22.7%) となり，昭和 55 年度 

未 35% が見込まれている． しかし この 54 年度 

未 普及率は， 10 大都市中最下位であ る (10 大都 

市平均 66%). 

(2, 下水道整備の 長期目標 

川崎市下水道事業の 54 年度末人口普及率 

34.5% は， 10 大都市中最下位であ る・ それでは， 

， ll 時市は今後どの 様に整備を進めようとしてい 

るのであ ろうか． 答申によると ，市の下水道 整 

備の長期目標は ， 次のようになっている． 

① これまでの下水道整備． これまでの下水 

道整備は， 旧市街地を中心に ， 大江崎処理区， 

加瀬処理区等の 浸水対策， あ るいは水洗化対策 

として進められてきた． 

② 今後の下水道整備区域．今後の 下水道整 

備は，東部の 旧市街地から ， 人口増加の著しい 

西部の加瀬処理区の 未 整備区域，等々 力 処理区 

等の全域に拡大して い く． 

③ 今後の下水道整備面積，施設建設，およ 

び経費． これらの整備を 要する区域は ， 約 

7,800 ヘクタール． 66 年度までの下水道施設建 

設予定は，下水道管 渠 延長 1,500km, ポンプ場 

数ヵ所，下水処理場 4 ヵ所等． 要する経費，総 

額約 5,200 億円であ る． 

④ 下水道整備推進の 際の留意事項・ ここで 

答申は，以上の 計画の目標達成のために ，川崎 

市中期計画と 下水道整備 5 ヵ年計画と整合を 保 

ちつつ整備推進を 図るさい，次の 諸点に留意す 

ることが肝要であ るとしている． ア 下水道を 

早期に市東部から 西部へ整備促進する 必要があ 

ること． イ 人口増加の著しい 区域の市民ニ 一 

ズに 応えて，加瀬処理区内の 整備・拡張，等々 

力処理区の処理開始を 急ぐこと． ゥ 多摩区の 

丘陵地を含む 麻生処理区 は ついては，用地を 早 

急に取得する 必要があ ること．エ 下水汚泥の 

処分のために ，安定した処分地を 確保すること   

オ 富栄養化防止対策として 窒素， 燐 等の規制 

について，三次処理が 必要で，そのための 経済 

的，技術的変化に 耐えうる効率的な 施設を建設 

する よう 配慮しておくこと． 

。   3) Jll 崎 市第 5 次下水道整備 5 ヵ年計画 

答申は， この長期目標に 対して，下水道事業 

を計画的，効率的に 推進するため ，二つの川崎 

市下水道整備 5 ヵ年計画に言及している ，一つ 

は， このとき実施中の 第 4 次下水道整備 5 ヵ年 

計画 ( 昭和 51 一 55 年度，財政規模 1,020 億円 ), 

もう一つは，昭和 56 年度から始まる 第 5 次下水 

道整備 5 ヵ年計画 ( 昭和 56 一 60 年度， 財政規模 

2,100 億円，加瀬処理区，麻生処理区の 整備， 

等々力処理区の 処理開始を主力とし 人口普及 

率を 60% に引き上げる 見込み ) であ る・ 答申に 

よ ると，両者の 実施についての 留意事項は ， 次 

の通りであ る． 

① 市 西部の新市街地における 分流 式 下水道 

の雨水排除計画については ，国・県の管理 河 7ll 

と市の公共下水道の 整備が，整合的になる よう   

国・県に要請する 必要があ る． 

② 下水管渠の整備については ，先行投資に 

つとめ，土木間の 道路の配水施設と 重複しない 

よう，協力調整に 留意すべきであ る・ 

③ 以上の下水道事業の 整備目標は，昭和 6 

年 11 月 着工以来現在までに 設置された施設のほ 

ぼ 3 倍にあ たる． 進捗度改善，財源確保，執行 

体制充実を図る 必要があ る． 

5  下水道財政の 現状と課題 

(l) 建設財源   国 等に対する配慮の 要望 
川崎市の下水道の 整備目標は，大きな 財源を 

要するものであ るが，下水道の 建設財源は， 国 

庫補助金，地方債，一般財源 ( 市税，地方交付 

税等 ) などで構成されている ，答申によると ， 

川崎市が実施中の 第 4 次下水道整備 5 ；年計画 

( 昭和 51 一 55 年度，財政規模 1,020 億Ⅲの財源 

構成は，国庫補助金 28.7%, 地方債 61.4%, 一 

般財源 9.Q0/ であ る． また，昭和 55 年度末の地 

方債の末償還 金 残高は，約 1,000 億円に達する 

見込みであ る． 

答申に よ ると，下水道事業の 整備目標達成の 

ための巨額な 資金Ⅰ建設財源 ) の安定的な確保の 

ためには， - 般 財源の充当はもとより ，次の諸 
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点は ついて， 国 等に対して特段の 配慮がなされ 

る よう 要望すべきであ る． 

ア 国庫補助対象範囲の 拡大，国庫補助対象 

率の引上げ ( 現行 45% から 60% 程度 ), 指定都市 

と一般都市 ( 現行 75%) との格差縮小． 

イ 起債充当率の 引上げ，政府・ 公庫資金枠 

の拡大，償還期限の 延長 (28 一 30 年から 41 年施 

設平均耐用年数へ ). 

ウ 下水汚泥処分施設への 助成制度の確立， 

三次処理施設の 国費負担割合の 引上げ ( 現行用 

地 6/10 ，施設建設 2/3 から 3/4 へ ). 

エ 地方交付税の 基準財政需要領 に ，建設財 

源のうち公費で 負担する部分をすべて 算入する 

ナと 」 ． 

(2) 管理運営財源 

答申は，建設財源に 続いて管理運営財源につ 

いて言及している・すなわち ，管理運営財源は ， 

下水道使用料と 一般財源によって 構成されてい 

る ・川崎市の下水道使用料は ，昭和 51 年 4 月分 

から改定実施されたが ， 54 年度で 21 億円の収支 

赤字， 51 一 54 の累積収支赤字約 60 億円が見込ま 

れている・ この財政悪化の 原因は ， ァ 低成長 

経済で，水の 多量使用者を 中心とした汚水排出 
量 減少に よ り，使用料収入が 伸び悩んだこと ， 

イ 下水処理条件の 変化に よ る経費の増加， 施 

設拡張に よ る地方債元利償還金の 累増， ゥ エ 

ネルギー経費，人件費・ 物件費の急増，汚泥 処 

埋経費の増こ う に よ る維持管理費の 増大等であ 

る． 

この状態で推移すると ，昭和 57 年度末には， 

累積収支赤字が 186 億円程度に達すると 予測さ 

れる・答申は ， このため，下水道事業の 財政 健 

全 化を図るためには ，適正な経費の 負担のあ り 

方を検討し その使用料の 合理的な設定を 確立 

することが必要であ るとして，前者を 4 節で， 

後者を 5 節で取り上げている． あ わせて，国に 

対しては，上記した よう に地方交付税の 基準財 

政需要領 に ，実態に即した 維持管理費を 算入す 

る よう 要請すべきであ るとしている． 

6  管理運営経費に 関する負担のあ り方 

Ⅲ 経費負担の基本的な 考え方 

さて，下水道事業の 財政健全化を 図るために 
は，適正な経費の 負担のあ り方を検討し その 

使用料の合理由りな 設定を確立することが 必要で 

あ る・答申は， まず経費負担の 問題として，維 

持管理費と資本質 ( 元利償還 金 ，支払利子 ) から 

なる管理運営経費を ，公費負担 ( 行政負担 ) にす 

るか私費負担 ( 使用者負担 ) にするかが問われる 

と 述べる・ これまで，川崎市では ，① 雨水処 

理経費を公費負担とし② 汚水処理経費は ， 

特定排水が私費負担，そして 一般排水について 

は維持管理費を 私費負担，資本費を 公費負担と 
していた， 

この点に関して ，答申の見解は ， 次のように 

なっている・すなわち ，雨水処理経費を 公費負 

担とすることは ， 自然気象に左右されるもので 

あ るから，至当であ る・ しかし汚水処理経費 

は ，「基本的には 使用者が私費をもって 負担す 

ることが適当と 考えられる」としている．加え 

て，「下水道処理区域と 未処理区域の 市民相互 

間における負担の 公平を損なう」ので ，維持 管 

理 費を公費負担することは 適切でないと 考えて 

いる． 

(2) 一般排水と特定排水 

川崎市では，他の 大都市と同じく ，一般排水 

と特定排水の 区分をし負担すべき 経費の範囲 
に 区別を設けている・ 前者は ， 主として一般家 

庭から排出される 生活排水および 日常生活に密 

接に関連する 業種からの排水であ り，後者は， 

一般排水以覚の 排水で多量排出者をいい ，事業 

場を中心とする 事業活動に伴う 排水を指す．区 

分する水量基準として ，一般排水は 月 600 立 

方・メートルまでとしている． 

ここで答申は ，従来通り一般排水と 特定排水 

の区別をもうけるべきであ るとし しかし一般 

排水の水量基準を 月 100 立方・メートルまで 引 

き下げるべきであ るとしている・ これは，川崎 

市における生活排水と 日常生活関連業種の 排水 

の実態から， 月 100 立方・メートルが ，昭和 51 
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一 53 年度の件数割合 97 パ一 セントとなっている 

ためであ る・現在は， この境界線は ， 月 200 立 

方・メートルであ るが， この 55 年答申で月 100 

立方・メートルまでの 線を強く出しているのは ， 

その主張が厳しく 興味深い． 

(3) 処理区域外の 経費の負担， 

川崎市では， 「下水処理場に 接続されていな 

い処理区域外の 地域においても 下水道の整備」 

を行っている・ この区域については ，浸水解消 

と 暗渠化による 環境改善にもとづく 受益を設定 

し管楽清掃 費と ポンプ場経費の 一部を使用料 

として徴収しており ， その妥当性が 認められて 

いた． 

しかし答申によると ，近年，下水道本来の 目 

的であ る処理区域の 拡大にともない ，処理区域 

外の受益の程度が 稀薄になったので ， この地域 

にかかわる経費は ，公費負担が 適当と考えてい 

る， 

(4, 公費で負担すべき 経費 

雨水の経費のほか ，川崎市が実施する 行政施 

策にかかわる 経費で次にあ げるものについては ， 

答申は，公費で 負担すべきであ ると述べている． 

ァ 水洗便所の普及促進のための 設備費助成 

金 

ィ 生活保護世帯等に 対する下水道使用料 減 

英 L 容質 

ゥ 公衆浴場汚水および 共用汚水に対する 下 

水道使用料軽減措置 額 

ェ その他，本来行政が 負担すべき経費 

7  下水道使用料 

。 1, 基本的な考え 方 

いよいよ，下水道使用料の 合理的な設定を 行 

なう問題に入るが ，公共下水道の 整備促進と ， 

適切かつ安定した 下水道サービスの 供給を図る 

ためには，下水道事業の 財政基盤を確立するこ 

とが必要であ る・ 答申は， 上記「管理運営経費 

に関する負担のあ り方」に乗っとって 使用料を 

算定し その体系を確立すべきであ るとしてい 

る 

。 2) 使用料総額 

① 一般排水の使用料総額 

答申は，一般排水の 使用料総額については ， 

汚水の維持管理費のうち ，公費で負担すべき 経 

費を除いた全額をその 対象とすべきであ るとし 

ている． 

しかし資本質 は ついては，本来対象とすべ 

きであ るが， 「これを算入した 場合，使用料総 

額が著しく高額となることと ，下水道事業の 公 

共的 役割等を勘案して」，過渡的措置として 当 

分の間除外すべきものと ， 考えている． 

② 特定排水の使用料総額 

次に答申は，特定排水の 使用料総額について 

は，汚水の維持管理費のうち 公費で負担すべき 

経費を除いた 全額のほか， 「原因 考 負担の原則 

にもとづいて」，資本 費 をもその対象とすべき 

であ るとしている． 

このように，昭和 55 年の下水道事業答申は ， 

資本 費 について，一般排水の 場合当分の間除外 

し特定排水の 場合これを対象に 入れるとして 

いるのが，特徴的であ る． 

(3) 使用料体系 

答申は， 累進使用料体系に 言及し これを 今 

彼 とも継続すべきと 考えている・ この体系は， 

下水道に排出される 汚水の水量を 減少させ， 下 

水道施設・維持管理の 適正化を図り ， また公共 

用水域の水質保全の 効果をもっためであ る． 

なお， この場合，水の 使用形態から 見て，答 

申は水道料金体系との 整合を図るべきであ ると 

している． 

。 4, 水質使用料 

答申は， 水質使用料を 新設する 似 、 要はないと 

述べる・ その理由は ， 次の通りであ る．① 川 

崎市では，水質使用料の 対象となる事業場は 少 

なく， 今後の増加もわずかと 予想される． ② 

対象事業場では ，行政に よ る施設設置指導， 水 

質 監視・規制等に よ り，排水水質は 基準値以下 

であ る，③ 将来も一層指導・ 監視等を強力に 

推進する方針がとられている． 

・   5, 使用料の水準 
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答申は，使用料の 設定にあ たっては，使用者 

の負担能力等を 考慮し隣接諸都市の 使用料水 

準を十分配慮すべきものと 考えている． 

(6) 使用料の算定基準 

答申は，使用料は 長期安定が望ましいが ， そ 

の 算定期間は 2 年ないし 3 年とすることが 適当 

であ るとしている．下水道事業をとりまく 客観 

情勢は流動的であ り，長期見通しが 困難であ る 

状況から見て ， この ょう に考えるのであ る， 

(7) 使用料の改定時期 

答申は，下水道使用料の 改定は，可能なかぎ 

り水道料金と 同一時期に実施すべきものと 考え 

る・ それは，徴収を 併せて行っているからであ 

る ・ 

8  経営の改善と 市民への下水道サービスの 

向上 

ここでの経営の 改善は，下水道使用料を 改定 
する場合是非とも 実行すべき双提であ り， また 

事業計画の執行目的達成のために 求められてい 

る・すなわち ，答申に よ ると，下水道事業は ， 

事業規模の拡大に 伴 う 工事量の増加，施設の 拡 

充 ・増設に よ り業務内容が ，複雑多様化してい 

る・ この事業計画の 適正執行の目白りを 達成する 

ためには，次の 執行体制の整備，経営の 効率化， 

および経営環境の 改善を図る必要があ る． 

Ⅲ 執行体制の整備 

答申によると ，執行体制の 整備としては ，下 
水道の建設・ 管理の業務が 的確・迅速に 処理さ 

れるような配慮が 必要であ る・ しかし現状は ， 

事業費・事業規模の 拡大に対し職員の 確保が 

困難であ り， また事業の繰越が 増加し，財産の 

管理等事務処理に 対応し切れないで い る． この 

なかで，設計の 委託等事務処理の 簡素化，嘱託 

の活用，車両借り 上げに よ る機動力強化など ， 

打開策が講じられてきた． 

ここで答申は ，短期的集中的に 整備すべき下 

水道事業は，長期的かつ 全庁的視点にたって ， 

効率的な執行体制の 整備拡充を図るべきであ る 

としている・ 具体的に留意すべき 点は ， 次の通 

りであ る． 

ア 建設・維持管理部門の 整備拡充 

イ 職員の能力開発のための 研修の充実 

ウ 建設用地の取得のための 体制の強化確立 

エ 公営企業に準じた 経理部門の強化拡充 

オ 委託可能な業務への 移行の実施 

(2) 経営の効率化 

答申によると ，下水道の経営にあ たっては， 
合理的・能率的な 運営に向けて 積極的に取り 組 

む 必要があ り，具体的に 留意すべき点は 次の通 

りであ る． 

ア 下水道事業施設建設にあ たっての経済 

的・効率的執行 

イ 技術革新による 下水道技術の 向上，効率 

的 ・経済的・安定的な 処理処分の推進 

ウ 原価意識による 事務処理業務の 簡素化， 

事業運営の際の 地方公営企業法の 財務規定 

等の適用 

(3) 経営環境の改善 

答申は，下水道事業をとりまく 経営環境は厳 
しくなってきたという．建設・ 維持管理財源の 

確保，地価の 高騰， インフレによる 事業費の 増 

こう，職員の 不足等， さらには建設用地の 取得 

難 ，工事施工推進上の 社会環境の悪化であ る． 

下水道事業推進のためには ， これらの厳しい 

経営環境を改善すべく 努力しなければならない． 

とくに，市民等との 関係においては ，次のもの 

があ る． 

ァ 処理区域内の 水洗化工事の 促進，下水道 

の 有効な利用 

ィ 工事施工上の 交通問題等，市民・ 関係 機 

関 のより一層の 協力の確保 

ウ 建設用地確保について 市民の一層の 協力 

の確保 

(4) 市民への下水道サービスの 向上 

川崎市では， これまでも市民への 下水道 サ一 

ビス向上のため ，水洗化工事の 助成 策 等の施策 

を講じてきた・ 答申の要請するところとしては ， 

① 事業について 市民の理解を 一層深めるため ， 

広報活動，具体的にはパンフレットの 配布， ス 
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ラ イド ・映画の作成と 貸出し施設見学会の 開 ② 現下の経営環境では ，合理化を進めるに 

催等 積極的に P. R. 活動を展開する ，② 市 しても多くを 期待できない ， したがって，環境 

民の ニーズに応えるための 相談・苦情の 処理に 悪化についての 国等の理解と ， 国 等に対する 財 

あ たっては，市民に 受付け窓口を 明確にし， そ 政 的措置を要望する． また，適正な 使用料の維 

の 体制の整備を 図るなど，迅速な 対応に一層 っ 持と，経費の 負担区分の明確化を 図ることに ょ 

とめる ノ、 要があ る   り ，建設・維持管理両部門の 適正な運営に 努力 

すべきであ る   

9  あ とがき ③ 下水道事業を 進展させるためには ，行政 

最後の「あ とがき」のなかで ，答申は，下水 の 不断の努力はもとより ，建設用地の 確保， エ 

通事業がおかれている 諸情勢を勘案しながら ， 事施工上の間 題 等について，市民および 市議会 

水道事業の健全な 発展のために ， 「事業経営の の 一層の理解と 協力が望まれる． 

あ り方とその具体的な 方策」について ，慎重に検 ④ 川崎市としても ， 種 - 々 の機会を通じて 事 

討を重ねてきたとして ，次のような 諸点につい 業 執行の諸問題を 積極的に提起し 理解を深め 

てまとめている   ながら，市民の 意向に応えていかなければなら 

① 下水道は，施設の 建設および汚水の 処理 な い ． 

ほ ついて， 巨額な費用を 必要とし @, かも 道 ⑤ 今後も，長期的な 事業経営・執行体制の 

路 ・河川等他の 公共施設の整備とも 密接な関連 あ り方，公営企業への 移行，技術開発等研究 調 

を 保ちっ っ 推進しなければならない． ニ のため 査を進めて い かなければならない 問題があ る   

には，事業経営の 現状を的確に 把握し執行体 これらについては ，専門委員に よ る研究を今後 

制 ，経営の効率化に 積極的にとり く むことが 必 とも継続していく 必要があ る   

要 であ る   

表 10  川崎市下水道使用料の 変 迂 (1) ( 処理区域、 一般汚水、 m3/ 月 ) 

改定年月日 35, 9,16   36, 9,25   51, 4, 1   56,4,1                      58,4,1   
師 J 決 年月日Ⅰ (50.  12.  22) (  55,  12.  19.  ) 

基本 領 
l0m3 まで 

以下超過額 Wm3 につき 
nl 一 30m3 

生田処理 
3l 一 50m3 区域 

lm3 m  に 、 

51 一 100m3 つき 5 円 

101 一 200m3 便器使用 
料 1 個 

201 一 600m3 1 月につき 

大便器 70 
601 一 2,000m3 小便器 30 

兼用便器 
2,001 一 5,000m3 100 円 

5.0Olm3 以上 
小便器 30 
兼用 100 65 145 Ⅰ 55 165 
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10 本答申の性格と 答申後の経緯 

われわれ専門委員は ， これまで説明してきた 

ような内容の「川崎市下水道事業財政の 在り方 

に関する答申」を ，昭和 55 年 8 月 15 日川崎市市 

長に手渡すことができた ， この答申に影響を 及 

ぼしたものの 一つは，第 4 次下水道財政研究委 

員会の「下水道財政のあ り方について」 ( 昭和 

54 年 7 月 31 日 ) の提言であ る， 下水道財政研究 

委員会に よ る第 1 次 (36 年 3 月 ), 第 2 次 (41 年 

円月 ), および第 3 次 (48 年 11 月 ) の提言に続い 

て，奉答申の 直前に第 4 次 (54 年 7 月 ) の提言が 

出された．第 4 次の提言は，審議経緯，提言， 

および資料から 成っているが ，一般排水の 範囲 

を大幅に引き 下げるなど，利用者負担の 強化が 

目立つものであ る． 奉答申も， そのままではな 

いが， この線に沿った 内容となっている・ 

答申後の昭和 55 年 12 月 19 日，市議会において ， 

下水道使用料の 改定が可決された．市長提案の 

通りであ るが，後述するように 議会の付帯決議 

がついており ， この事項についても ， われわれ 

専門委員が検討することになる． また，使用料 

改定の内容は ，表 10 「川崎市下水道使用料の 変 

せん」 (55, 12, 19 可決 ) の通りであ り，改定率 

は ， 170.6%(2.71 倍 ) であ る・ この際，使用者 

の急激な負担増の 軽減を図るため ， 3 年間に分 

けて段階的に 改定を実施している・ 昭和 56 年 4 

月 1 日からの改定率は 136.4%(2.36 倍 ), 57 年 

4 月 1 日からの改定率は 現行に対し 166.7% 

(2.67 倍 ), そして 58 年 4 月 1 日からの改定率は 

現行に対し 199.0%(2.99 倍 ) であ る・ これでも， 

改定率を押さえており ，その結果 3 年間に財政 

収支計画の中で 55 億円の収入不足 ( 積み残し ) を 

見込んでいる． ( 次節，「昭和 57 年の下水道使用 

料減免報告」， 3 「川崎市の現行下水道使用料 

について」 ， を 参照・ ) 

X  昭和 b7 年の下水道使用料減免 報き 

1  市長の諮問の 主旨 

われわれ専門委員は ，昭和 55 年 8 月 15 日， 川 

崎 市下水道財政の 健全化方策を 図るため「川崎 

市下水道事業財政の 在り方に関する 答申」を行 

ったが，引き 続き川崎市下水道事業が 抱えてい 

る諸問題について ，常時検討を 加えていくため 

の委員の委嘱を 受けた． 

そして，昭和 56 年 5 月 9 日市長より，先の 下 

水道使用料改定の 際に，川崎市議会から 付され 

た付帯決議について 意見を述べてほしい 旨の諮 

問があ った． この付帯決議というのは ， 「下水 

道 使用料の改定については ，一般家庭， 中小企 

業など，市民生活に 重大な影響を 及ぼさないよ 

う，極力低料金に 努め， また，学校，病院，福 

祉施設などに 特段の措置を 構ずべきであ る」と 

いうものであ る． 

われわれは， この諮問について 慎重審議した 

結果，昭和 57 年 6 月 26 日当面の考え 方を，報告 

書「川崎市における 学校，医療機関，福祉施設 

に対する下水道使用料の 減免措置について」 

( 目次等 4 頁，本分 6 頁，その他 2 頁，別冊資 

料 12, 以下「昭和 57 年の下水道使用料減免報 

告」という ) としてまとめた． 

2  まえがき 

われわれ専門委員が 市長の諮問に 対して慎重 

審議をし昭和 57 年 6 月 26 日，提出した 報告書 

の内容の構成は ， 次の通りであ る・ 

1  はじめに 

2  川崎市の現行下水道使用料について 

3  他 都市の下水道使用料との 関係 

4  下水道使用料と 水道料金との 斉合 ， 性 

5  下水道使用料の 減免の効果 

6  その他の優遇措置 

7  まとめ 

8  参考資料 

さて報告書の 内容についてであ るが， まず 

「はじめに」では ，先の川崎市議会の 付帯決議 

を 紹介し この付帯決議に 関する市長の 諮問に 

対して， どの様な審議・ 検討を行ったかの 方法 

について述べている・すなわち ， このたびの審 

議にあ たっては， とくに，付帯決議の 前半部分 
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でなく後半部分， 「学校， 医療機関，福祉施設 

に対する特段の 措置」を中心としており ，先の 

「昭和 55 年の下水道事業答申」の 審議過程と， 

川崎市下水道財政が 直面している 諸情勢を踏ま 

えたうえで，検討を 行うというものであ る・ そ 

れというのも ，付帯決議の 前半部分， 「一般家 

庭， 中小企業など ，低料金」の 事項については ， 

前記の「昭和 55 年の下水道事業答申」の 趣旨か 

ら， これらへの配慮は ，すでに一般排水と 特定 

排水との区分， および区画 式 逓増使用料体系の 

中で行われていると ，報告書が考えているため 

であ る． 

ここの「はじめに」では ， 3 つの資料が参考 

にされている． 資料 1 「減免検討対象施設実 

態」，資料 2 「減免検討対象施設の 下水道使用 

料等について」， および資料 3 「排水量刑減免 

検討対象施設 数 」． これらは，本稿では 掲載し 

ないが， それぞれ医療機関，福祉施設関係 ( 生 

活 保護施設，旧里田 土神社施設，老人福祉施設， 身 
障者関係施設， 精薄者 関係施設 ), および学校 

とに区分して 資料がまとめられている． 

3  川崎市の現行下水道使用料について 

(1) 下水道使用料の 改定 

次に報告書は ， 川崎市の現行の 下水道使用料 

の特徴について ，説明を加えている・それは ， 

下水道使用料の 改定，特定排水と 一般排水， そ 

して公費負担に 関わるものであ る・ まず，現行 

における川崎市の 下水道使用料は ， 「昭和 55 年 

の下水道事業答申」にもとづき ，財政の健全化 
を図るため， 昭和 55 年 m2 月の市議会の 議決をへ 

て 決定され，昭和 56 年 4 月から施行されている   

この改定にあ たっては，下水道使用料の 対象 

となる管理運営経費 ( 維持管理費と 資本 費 ) の負 

担のあ り方を明確にし ，雨水処理経費は 公費負 

担 ，汚水処理経費は 基本的に使用者が 下水道使 

用料をもって 負担することとした． 

12) 特定排水と一般排水 

ただし このうち，汚水処理経費については ， 

排水の実態と 排水者の負担能力を 考慮 L, ており， 

特定排水の使用料については ，管理運営経費の 

すべてを算人し また，一般排水の 使用料につ 

いては， 当分の間資本費を 算入せず維持管理費 

のみとした． 

。   3) 公費負担 

雨水処理経費のほか ，川崎市がとくに 実施す 

る行政施策にかかる 経費も公費負担としている   

具体的には。 ① 水洗便所普及促進のための 設 

備費助成金，② 生活保護世帯等に 対する下水 

道 使用料減免 額 ，③ 公衆浴場汚水および 共用 

汚水に対する 下水道使用料軽減額，④ 先行投 

資にかかる資本貫 等 があ げられる． 

さらに，使用料の 改定については ，使用者の 

急激な負担増の 軽減をはかるため ， 3 年間に分 

けて段階的に 改定を実施している． 

報告書は最後に ，現行の下水道使用料は ，昭 

和 56 年度から 58 年度まで 3 年間の管理運営費を 

もとに，使用者の 実態等を勘案し 種々の配慮を 

したうえで算出したものであ る， とその，性格を 

規定している． 

4  位都市の下水道使用料との 関係 

。   l) 公営企業会計を 採用している 都市と採用 

していない都市 

報告書に よ ると， わが国の下水道使用料は ， 

各都市とも、 それぞれの事業の 経緯および財政 
Ⅱ大呪に応、 じ 算定している・ また，公営企業会計 

を 採用している 都市と採用していない 都市では， 

財政の負担方式が 同一でな い ため，その使用料 

水準を一律に 上 ヒ駁 することはできない． 

大都市中， 公営企業会計を 採用している 都市 

(57 年 4 月現在Ⅰ   札幌市，東京都，横浜市， 
名古屋市，京都市，大阪市， および神戸市の 7 

都市． 

公営企業会計を 採用していない 都市   広島 
市，北九州市，福岡市，および 川崎市の 4 都市   

ここで，報告書に よ ると，公営企業会計を 採 

用している都市の 下水道使用料水準は ，高位で 

あ る・ この実態を示すものは ，次の 2 つの表で 

あ る・資料 4 「大都市との 下水道使用料体系の 
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上ヒ較表 」および資料 5 「大都市使用水量刑下水 

道使用料比較表」 ( 両者とも本稿では 掲載を省 

略 ). 

(2) 学校，医療機関，福祉施設の 減免措置を 

実施している 都市とこれを 導入した経緯 

続けて報告書は ，学校，医療機関，福祉施設 

の減免措置を 実施している 都市について 調査し 

実施している 都市は， 10 大都市の中で 公営企業 
会計を採用している 次の 4 都市であ るという． 

東京都 (E 僚機関，福祉施設 ), 横浜市 ( 学校， 

医療機関，福祉施設 ), 大阪市 ( 福祉施設 ), お 

よび神戸市 ( 福祉施設 ), であ る． 

これらの都市が 減免措置を導入した 経緯は， 

下水道使用料の 急激な高騰が 起因となっている 

場合が多く，対象とする 施設も多少異なってい 

る・ ここでの参考資料は ，資料 6 「下水道使用 

料の減免について ( 関係 他 都市調査資料Ⅰ」 ( 本 

稿では掲載を 省略 ) であ る． 

(3) 川崎市の場合の 下水道使用料 

ここで報告書は ，川崎市の下水道使用料の 水 

準を他都市と 上 ヒ較 している・川崎市の 場合，資 

料 7 「川崎市下水道使用料の 変せん 表 」 ( 本稿 

では掲載を省略 ) のごとく，下水道使用料が 他 

都市とくらべ 相対的に低位であ った・ さらに， 

先の下水道使用料改定の 際，財政収支計画の 中 

で 3 年間に 55 億円の収入不足を 見込んでいる． 

それは，下水道使用料の 対象となる管理運営 経 

費は ついて，全額回収のための 必要改定率が 

3.84 倍となっていたものを ， これを緩和し 2.7 

倍にとどめた 結果であ る． 

これらのところから ，報告書は，付帯決議に 

おける減免検討対象の 学校，医療機関，福祉施 

設などの下水道使用料の 水準について ，結論的 

に次のようにいっている・すなわち ，「学校， 

医療機関，福祉施設などの 下水道使用料は ，減 

免措置を実施している 隣接の東京都，横浜市の 

減免後の額と 上ヒ 駁 した場合， どの使用料区画を 

とっても，なお ，低額となっており ，とくに減 
免措置を必要とするほど ，高額とは考えられな 

い」・ ( 資料 8 「減免検討対象施設下水道使用料 

比較表及び経費割合」一本稿では 掲載を省略 )   

5  下水道使用料と 水道料金との 百合性 

次いで報告書は ，川崎市の下水道使用料が ， 

水道料金とは 別個の会計で 算定されていること ， 

しかし下水道使用料体系は ，商事業が業務の 性 

格上密接に関連しており 水道料金体系に 準じて 

構成されていることを 指摘する． 
そして，川崎市の 水道料金では ，使用者負担 

の 原則にもとづき 学校，医療機関，福祉施設に 

対する減免措置を 実施していない・ ここで，報 

告書は次のように 主張する・すなわち ，「下水 

道使用料において ，特定の施設に 対して減免 措 

置を検討する 場合には， 他 都市の使用料水準は 

もちろん， 本 雨水道料金との 斉 合性も考慮する 

必要があ る」・ ( 資料 9 「各都市の水道料金体系 

における業種別対 C 」一本稿では 掲載を省略 ), 

6  下水道使用料減免の 効果 

さらに報告書は ，川崎市における 学校，医療 

機関，および 福祉施設という 減免措置検討の 対 

象となる各施設について ，減免の効果を 疑問視 

している． 

① 各施設の経営実態をみた 場合，下水道使 

用料の経費全体に 占める割合は ，それほど大き 

くはなっていない   

② 比較的年間排出量の 多 い 医療機関では ， 

下水道使用料の 減免が，結果として 法人税等の 
課税所得を増大させる 仕組みになっているので ， 

減免効果はそれほど 期待できない 場合が多い． 

したがって報告書によれば ， これらの施設に 

対して助成が 必要な場合でも ，それぞれの 施設 

の経営状態を 考慮して実施すべきであ り，下水 

道使用料の減免という 一律的助成は 適切とは考 

えられない・ ( 資料 8 「減免検討対象施設下水 

道 使用料上ヒ 較 表及び経費割合」一本稿では 掲載 

を省略 ). 
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7  その他の使 遇 措置 

最後に報告書は ，減免措置検討の 対象施設は， 

公共的性格の 強いところから ，各種の優遇措置 

がとられていることを 指摘する． ( 資料 10 「税 

制等における 主な優遇措置」一本稿では 掲載を 

省略 ). 

① 税制面   所得税，法人税等の 国税，事 
業税， 固定資産税等の 地方税が，非課税または 

軽減課税となっている． 

② 補助制度面   学校 ( 図書 費 ，経営 費 ， 
設備費等 ), 医療機関 ( 夜間診療・災害発生時に 

備えての薬品ストック 等 ), 福祉施設 ( 養護施設 

措置 費 ，無認可保育園援護 費等 ) へは， 国や地 

方公共団体からそれぞれ 各種の補助金が 交付さ 

れている． 

したがって，報告書は ， 「 本 市において下水 

道使用料の減免措置を 検討する場合には ， これ 

らの優遇措置を 含めて，考慮する 必要があ る」 

と 主張している   

8  まとめ 

報告書は，最後に ， 「まとめ」を 次のように 

行っている． 

① 川崎市において 現行下水道使用料の 算定 

にあ たっては，種々の 配慮がなされ ，相対自りに 

使用料も低額であ る．減免措置を 実施している 
近隣都市の減免後の 下水道使用料とくらべても ， 

なお 本 市の下水道使用料は 低額であ る． 

② 業務上密接な 関係にあ る本市水道料金で 

も ， これら施設に 対する減免措置は 実施してい 

ない． 

③ これら施設に 対し，減免措置を 実施して 

も，予期したほどの 効果が得られない 場合が多 

い   

したがって報告書は ， 基本的には下水道使用 

料は使用者負担の 原則を維持すべきであ り，減 

免措置実施について 積極的な論拠をみいだすこ 

とは現状では 困難であ ったと述べている． 

それでは， これら施設へはどのような 配慮を 

したら良いのであ ろうか．報告書は ， その配慮 

は 「 国 および地方公共団体の 税制面の優遇措置 

ともあ れせて，本来の 教育，医療，福祉政策の 

趣旨を生かしその 実態を把握して ，市が総合 

的に検討すべきであ り，現時点でのこれら 特定 

施設に対する 下水道使用料の 減免措置の実施は 

  @ 重にすべきものと 考える」と，結論づけてい 

る． 

なお，次の参考資料は ，本報告書の 全項目に 

関係あ るものであ る． 資料 11 「処理区域汚水量 

区画 別 割合等の年度 別 推移図表」および 資料 12 

「業種別使用量調書」 ( 両者とも本稿では 掲載を 

省略・ ). 

Ⅲ 昭和 58 年の下水道事業答申 

1  市長の諮問の 主旨 

わたしたち専門委員は ， 「昭和 55 年の下水道 

事業答申」において ， この下水道事業の 公共性 

と使用者の負担の 整合に留意しながら ，その 財 

政の健全化の 方策について 基本的な考え 方を明 

確にし また「昭和 57 年の下水道使用料減免報 

告書」において ，特定施設に 対する下水道使用 

料の減免措置の 実施は慎重にすべきものと 考え 

ると報告した． 

昭和 55 年の下水道事業答申に 基づき， mll 崎 市 

の下水道事業は ， 昭和 56 年度から 58 年度までの 

財政計画により 運営されていたが ，その後の経 

済社会情勢の 変動に よ り， 下水道事業の 環境が 

若しい影響を 受け，当事業の 経営内容が厳しい 

状況にあ った． このとき昭和 58 年 1 月 14 日， わ 

れわれ専門委員は ，川崎市長から「川崎市下水 

道事業財政の 在り方について」諮問をうけた． 

市長の「諮問の 趣旨」は ， 次の通りであ る． 

すなわち， 昭和 55 年 8 月の答申により ， 本 市下 

水道事業財政の 確立を図ってきたが ， この答申 

は ， 昭和 56 年度から 58 年度まで 3 ヵ年間の財政 

収支計画に基づき 審議したものであ る．現下の 

下水道事業を 取り巻く環境を 勘案した ぅ えで， 

あ らためて「 本 市下水道事業財政の 在り方につ 

いて」， きたんのない 意見を賜りたい．諮問は ， 

こう いう 趣旨のものであ った． その諮問が期待 
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する具体的な 検討内容は，下水道事業の 経費負 

担の在り方，下水道使用料体系の 在り方，経営 

改善の方策等であ った． 

2  まえがき 

われわれ専門委員は ，川崎市長からの 諮問を 
ぅけ ， 川崎市下水道事業をとりまく 情勢をふま 

え， 他 都市の実情をも 参考にしながら ，下水道 

事業運営の方策，並びに 下水道財政の 健全化 方 

策は ついて新たな 角度から検討を 加え， 昭和 58 

年 12 月 21 日 「川崎市下水道事業財政の 在り方に 

関する答申」 ( 目次等 2 頁，本分 24 頁，資料 4 

頁，以下， 「昭和 58 年の下水道事業答申」とい 

う ) を 市長に提出した・ この間，専門委員会， 

小委員会あ わせて 47 回にわたって ，慎重に審議を 

重ね，その当面の 結論を得た事項について 答申 

したのであ る， その答申の構成は ， 次の通りで 

あ る． 

まえがき 

1  下水道の整備状況と 整備計画 

2  下水道財政の 現状と課題 

3  経費負担区分の 在り方 

田 基本的な考え 方 

(2) 公費で負担すべき 経費 

(3) 一般排水と特定排水 

4  下水道使用料 

(1) 基本的な考え 方 

(2 Ⅰ 使用料総額 

(3) 使用料体系の 在り方 

(4) 使用料水準 

(5) 公衆浴場汚水 

(6) 共用汚水 

5  経営改善の方策 

田 経営の効率化 

(2) 経営環境の改善 

6  市民への PR 活動と下水道サービス 

(l) PR 活動 

(2) 市民サービス 

あ とがき 

答申の「まえがき」の 内容は，本節Ⅲの「 1 

市長の諮問の 主旨」と「 2 まえがき」において 

述べた通りであ るので， これ以上は触れない． 

3  下水道の整備状況と 整備計画 

「昭和 58 年の下水道事業答申」の 本文は， 

「昭和 55 年の下水道事業答申」と 比べると，「下 
水道の整備状況と 整備計画」および「下水道財 

政の現状と課題」についての 説明がやや少なく 

(55 年 10 頁 対 58 年 6 頁 ), 「経費負担区分の 在り 

方 」と「下水道使用料」についての 説明にやや 

多くを費やしている (55 年 6 頁 対 58 年 9 ぺージ )   

とくに，経費負担区分の 在り方に倍の 重点をお 

いているといえよう (55 年 3 頁 58 年 6 頁 ). なお， 

「昭和 58 年の下水道事業答申」の 本文を以下説 

明するに当たっては ， 「昭和 55 年の下水道事業 

答申」と重複する 箇所を省略することにするの 
で， 了承されたい． 

さて， 58 年の答申によると ，下水道の整備状 

況と整備計画については 次のようになっている   

① 昭和 57 年度末における 整備Ⅱ k 況 ．人口音 

及率 44.6% U 大都市平均 72.4%), 面積普及率 

31.5% と遅れている． 

② 昭和 58 年度以降見込まれる 建設事業費． 

総額約 6,000 億円と巨額であ る ( 高度処理経費を 

除く ). その理由は，建設単価の 高騰，開削工 

法からシールド 工法への変更，軟弱地盤・ 湧水 

に対処するための 地盤改良，下水道施設の 質的 

向上を図るための 施設改良等によっている．前 

回の 55 年の答申では ， 66 年度までの下水道施設 

建設に要する 経費は，総額約 5,200 億円と見込 

まれていた． 

③ 昭和 59 年度からは，等々力処理区と 加瀬 

処理区における 処理区域の拡大，および 麻生 処 

理 区の整備に着手する・ 昭和 61 年度末で，人口 

普及率 52%, 面積普及率 41% に引き上げられる 

見込みであ る，なお， 55 年の答申では ，第 5 次 

下水道整備 5 ；年計画 ( 昭和 56 一 60 年度 ) 完了後 

の 60 年度には，人口普及率を 60% に引き上げる 

見込みであ った． 

ここで答申は ， これらの整備目標を 達成する 
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ためには，財源の 安定的確保に 取り組むととも 

に，事業の執行にあ たり次の事項に 留意する 必 、 

要があ るとしている． 

① 管 きょ整備にあ たっては，効果的な 枝線 

整備を推進し 普及率の向上にっとめること． 

② 分流地区における 汚水管と雨水管の 効率 

的整備を図るとともに ，排水設備設置の 促進の 

措置を講ずること   

③ 処理場・ポンプ 場施設については ，省力 

化 対策を取り入れた 経済的・効率的な 整備・運 

営にっとめること． 

④ 下水道整備計画は ，河川整備計画と 破行 

を避けるため ， 国・県に対し 河 J[@ の先行整備を 

強く要請する と 

4  下水道財政の 現状と課題 

Ⅲ 下水道建設資金の 財源構成 ど 市債の未償 

還 金 残高 

巨額の建設資金を 必要とする下水道事業の 財 

源構成については ， 「昭和 58 年の下水道事業容 

申 」では， 当時の最近 3 ヵ年間でみると ，国庫 

補助金 27.9% (28.7%), 市債 ( 地方債 )62.8% 

(61.4%), 一般会計からの 繰入金 9.3% (9.9%) 

であ る ( 括弧内は， 第 4 次下水道整備 5 ヵ年計 

画の数値であ るⅠ． 国庫補助金が 少なくなって 

おり， 58 年の答申は，今後も 改善の見通しは 楽 

観を許さないと 述べている． 

主力財源であ る市債は， 62.8% と高率であ り   

昭和 58 年度末の未償還 金 残高は， 1,578 億円に 

達する見込みであ り (55 年度末は， 約 1,()00 億円 

の見込み ), この利子支払い 等は 58 年度で 104 億 

円となっている． 

。 2) 収支赤字，累積収支赤字，および 一般会 

計から下水道事業会計への 繰出し 

川崎市の下水道事業は ， 54 年度で 21 億円の収 

支赤字， 51 一 54 の累積収支赤字約 60 億円が見込 

まれていた．前回の 使用料改定によって 財政 状 

況 が改善された (56 年度から 58 年度の財政計画 リ 

とはいえ， 「昭和 58 年の下水道事業答申」によ 

ると，収支赤字が 56 年度で 11 億円， 57 年度で 10 

億円生じ， 累積 叫 x 支 赤字が 56 年度から 58 年度末 

で 33 億円， 61 年度末で累積が 102 億円に達する 

ものと予測される． 

これは，一般会計への 過大な負担を 招来する 

ことになると ，答申は心配する・ ちなみに， 56 

年度から 58 年度までの一般会計から 下水道事業 

会計へのの繰出しは ，管理運営経費および 建設 

費等の合計額で 417 億円に達し これは市税の 

10 拷を占めている． 

。   3, 財政悪化の原因，講じられた 経営の改善 

策， および経営・ 財政健全化の 方法 

さて， このように下水道財政が 悪化した原因 

は何であ ろうか・答申は ， 次の 2 つの理由を挙 

げている・① 市債の未償還 金が ，巨額に達し 

その元金償還 金 と支払い利子等が 累増してきた 

こと．② 使用料単価の 高 い 多量使用者の 排出 

量の減少が，予想以上の 下水道使用料の 減収を 

もたらしたこと． 

他方，下水道事業の 内部努力として ，種々の 

経営改善策が 講じられてきた． 

① 経済的な施設の 整備につとめたこと ，② 

施設の維持管理にあ たって，技術の 向上，効率 

的 ・経済的・安定的な 処理処分，経費の 節減を 

図ったこと，③ポンプ 場・処理場・ 管 きょの維 

持について， 人員の抑制により 人件費の削減を 

図ったこと， などであ る． 

ここで答申は ，経営・財政健全化の 方法につ 

いて， 次のように提言している． まず， 「経営 

の効率化と経営環境の 改善を含む一層の 経営改 

善につとめ，市民への 下水道サービスの 向上に 

努力する必要があ る」とし しかし「このよ 

う な内部努力だけでは ，下水道財政悪化の 厳し 

い経営状況を 打開することは 困難であ り，下水 

道事業の財政健全化を 図るためには ，適正な経 

費負担の在り 方を検討し下水道使用料の 合理 

的な設定を早急に 図ることが必要であ る」と 主 

張 している． 

ここでは，経営改善，市民への 下水道サービ 

スの向上，適正な 経費負担の在り 方，および下 

水道使用料の 合理的な設定という ，重要な 4 つ 
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の 経営・財政健全化の 方法， さらには使用料改 

定に至るまでに 踏むべきステップの 順序が示さ 

れている． 

なお， 「昭和 55 年の下水道事業答申」で ， と 

くに取り上げられていた「同等に 対して特段の 

配慮がなされる よう 要望すべき諸点」について 

は，あ との 7 「経営改善の 方策」の節に 回され 

ている． 

5  経文負担区分の 在り方 

田 基本的な考え 方 

ア 下水道財政の 健全化と経費の 負担区分 

先にも触れたように ，「昭和 58 年の下水道事 

業答申」は，経費負担区分の 在り方に多くの ス 

ペイ ス を割いている ， これは，答申に 述べられ 

ている次のような 事項の重要性が 認識されたか 

らに 他 ならない．すなわち ，川崎市下水道の 普 

及率が増え，管理運営経費の 比重 ( 建設費に対 

する ) が高くなるにつれて ， 一般会計からの 繰 

入金が急増している．それは ，資本 費 の 増 こう 

と使用料の減収に 加えて，汚水に 係わる資本費 

の大半を公費負担としている 現行の負担区分に 

よるものであ る． 

雨水経費および 汚水経費に係わる 管理経費に 

対する一般会計からの 繰入金は， 56 年度から 58 

年度までの合計で 362 億円 ( 見込み ) に達し， こ 

れは市税の 9 % を占めている．繰入金に 依存す 

ることは，市の 財政逼迫の中で 困難であ るだけ 

でなく，下水道施設の 使用者と未使用者の 間の 

負担の公平に 合致するものとはいえな い ． ここ 

で，答申の提言は ， 「一般会計等との 経費負担 

区分を明確にし その前提にたった 負担関係の 

在り方を定めること ，具体的には『汚水私費』 
の原則と負担の 公平並びに使用者の 負担能力等 

ないかに整合さ ，せ ，下水道財政の 健全化を図っ 

ていくかが，以前にもまして 要請されている」 

という内容となるのであ る． 

イ 経費負担区分の 原則 

ここでいう経費負担区分の 原則は，一般会計 

が負担すべき 経費と下水道事業会計で 使用者が 

負担すべき経費を 明確に区分することであ る． 

経費負担区分の 明確化は，財政逼迫への 配慮お 

よび施設使用者未使用者間の 公平化に加えて ， 

さらに下水道事業経営の「公共性と 経済性の原 

則」を貫くためにも 必要であ る． 

すなわち，下水道の①雨水の 排除・公共用水 

域の水質保全・ 公衆衛生の向上の 側面と②汚水 

処理の側面について ，その経費の 負担関係につ 

いてみると，前者は ，受益が広い 範囲に及び 受 

益 者が特定できないので 一般会計からの 繰入金 

( 行政活動としての 租税 ) で賄い，後者は 受益者 
が特定できるので ， 下水道使用料 ( 事業活動と 

しての経営収入 ) で賄 う のが原則であ る・ 

ウ 具体的な負担区分の 見直し 

答申によれば ，具体的な負担区分の 在り方は， 

「市民間の負担の 公平，適正な 使用料の設定， 
ひいては下水道財政の 健全化を通して ，市民に 

下水道サービスを 継続的・安定的に 供給するた 

めの不可欠の 前提になる」． 

エ 経費負担区分の 原則の指針 

「昭和 55 年の下水道事業答申」の 解説の最後 

で指摘した よう に， 55 年の答申の「経費負担 区 

分の原則」に 影響を及ぼしたのは ， 第 4 次下水 

道財政研究委員会の「下水道財政のあ り方につ 

いて」 ( 昭和 54 年 7 月 31 日 ) の提言であ った．他 

方， この「昭和 58 年の下水道事業答申」の「経 

費負担区分の 原則」の指針については ，答申は 

次のように述べている．すなわち ，指針として ， 

第 4 次下水道財政研究委員会の 提言 ( 昭和 54 年 

7 月・財団法人日本都市センタ 二以下「第 4 

次提言」という ) および自治省の 繰 由 基準 僻 

和 56 年 6 月 「地方公営企業 繰 出金について」の 

一部改正 ( 自治省財政局長通知 )] があ る． 

そして答申によると ， われわれ専門委員にお 

いても， これらを基礎とし 現行の負担区分を 改 

善していくことが 適当と考え，審議を 重ねてき 

たのであ る． そして当面の 結論として，次のこ 

とを，財政計画策定の 際の課題としている・ 

① 「裸出基準」が 示されたこと ，および分 

流式の建設が 一部稼働開始したことにょり ，具 
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体白 りな雨水経費・ 汚水経費の区分について 検討 

を要すること． 

② 負担の公平と 財政の健全化の 見地から一 

般排水が負担すべき 経費の範囲を 見直しするこ 

月 @ 

なお， 他 都市の負担区分の 動向を見ると ， 

「第 4 次提言」以降においては ，使用料対象経 

費の範囲を拡大する 傾向にあ る ( 別表一一本稿 

では割愛する ). 

(2) 公費で負担すべき 経費 

さて答申は， ここで具体育りに 公費負担とすべ 

き項目として ，次の 5 項目を挙げている・ それ 

は， 自治省の「裸出基準」に 係わる経費および 

川崎市で行政が 負担することが 適当であ る経費 

であ る   

ァ 雨水処理に要する 経費   資本 費と 維持 
管理費   

イ 公共下水道に 排除される下水の 規制に関 

する事務に要する 経費   水質保全のために 公 
共 下水道に排除する   

ゥ 水洗便所に係わる 改造命令等に 関する事 

務に要する経費 - 一 これに要する 経費 (7,)2 分の 
1 に相当する 額 ． 

エ 先行投資に係わる 経費一世代間の 負担 

の公平から，後年度に 繰延べ，稼働の 時点で負 

担することが 原則であ る   

オ その他，公費で 負担することが 適当であ 

る 経費一一水洗便所の 普及促進のための 設備費 

助成金，生活保護世帯等に 対する下水道使用料 

減免 額 ，公衆浴場汚水・ 公共汚水に対する 下水 

道使用料軽減措置 額 ，その他当面公費で 負担す 

る 必要があ る経費の全額または 一部・ 

(3) 一般排水と特定排水 

一般排水と特定排水については ，答申は， こ 

の区分を存続させることが 適当であ るとしてい 

る． 使用者が負担すべき 経費の範囲を 過渡的に 

限定できるからであ る． 

ただし，一般排水が 負担すべき経費の 範囲を 

見直すべきであ るとしている． それは， つ ぎの 

頃 「下水道使用料」で 述べる 2 3 に， 「第 4 次 

提言」の趣旨，市民間の 負担の公平， および下 

水道財政の健全化の 観点に基づいている． 

6  下水道使用料 

(1 Ⅱ 基本的な考え 方 

答申では，下水道事業の 財政基盤を確立させ 
るためには， 「 3  経費負担区分の 在り方」に 

基づき算出した 使用料対象経費を ，一般汚水・ 

公衆浴場汚水・ 共用汚水の区分および 水量区画 

別に配賦し安定した 牧人を確保すべきであ る 

として，基本的な 考え方を示している・ 

(2) 使用料総額   一般排水に資本 費 の一部 
を算入する 2 3 に改善すべきであ る 

58 年の本答申では ，一般排水に 資本 費 の一部 

を 算入するように 勧告している． すなわち， 

「現下の財政事情および 使用者間における 負担 

の公平等から ，資本 費 の一部を計画的・ 段階的 

に一般排水の 使用料総額に 算入するよ う 改善す 

べきであ る」． ( 「昭和 55 年の下水道事業答申」 

では，本来対象とすべきであ るとしつつも ，使 

用者の負担能力等を 考慮し，過渡的措置として 

除外した． ) 

。 3, 使用料体系の 在り方 

① 個別原価に よ る使用料の算定 

答申は，使用料体系では ，個々の使用者の 使 
用の程度が特定できるので ，個別原価主義を 中 

心として考えるべきものであ ると主張する・ 続 

いて，基本 領 と超過額の算定において 基礎とな 

る原価の種類について 論じている． 

② 基本 領 と超過額算定の 基礎となる需要家 

賃，変動的原価，および 固定的原価 

すなわち，排出汚水量に 関係なく掛かる 固定 

的 原価と排出汚水量の 増減に比例して 掛かる変 

動的原価に区分するとき ，答申は「原則として 

基本額は固定的原価を 対象に算定し 超過額は 

変動的原価を 対象として算定される」という・ 

しかしこの場合，基本 領 が著しく高額となって 

しまう． そのため答申は ， 「 本 市では当面， 基 

本額は需要家資および 固定費の一部を 基準に， 

超過額については ，使用料総額から 基本領とし 
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て徴川 x する額を控除した 額を対象と・・・する 

ことが望ましい」と 主張・勧告している・ この 

ことは，基本額を 大きくしないように ，原価の 

種類と量を選択・ 決定したものであ る・ なお， 

水量区画の在り 方については ，将来検討を 加え 

るべきであ るとしている． 

③ 累進使用料体系 
答申は，累進使用料体系と 累進度について ， 

次のように述べている．「現行の 累進使用料 体 
系は ，有限の資源であ る水の適正使用および 負 、 

担能力の大小からも 妥当と判断されるので ，今 

後も継続して 採用すべきものと 考える」・ しか 

し「平均排出汚水量の 最多部門にあ たる使用 
者の水量が近年減少の 傾向にあ るところから ， 

累進度については 検討を要する」として ，その 

引き下げを示唆している・ 

(4) 使用料の水準 

前回の答申は ，使用料の設定にあ たっては， 

使用者の負担能力等を 考慮し隣接諸都市の 使 
用料水準を十分配慮すべきものと 考えるとして 

いたが，今回は ，「隣接都市等の 使用料水準と 
の均衡について 配慮すべきであ る」とだけ述べ 

ている． 

(5) 公衆浴場汚水と 共用汚水 

答申によると ，公衆浴場汚水は ，公共白 9 性格 

が強く， 本 市の行政施策として 低額に押さえ 公 

費で負担しているが ，入浴料金を 県知事が県内 
同額と定めているところから ，公衆浴場が 負担 

する使用料も ，県内隣接都市との 均衡を図るべ 
きであ るとしている． また，共用汚水について 

も ，負担の公平の 見地から使用料全体との 均衡 
を 図るべきであ ると述べている・ 

7  経営改善の方策 
Ⅲ 経営の効率化 

答申は，下水道事業の 経営にあ たって取り組 

む 姿勢について 次のように述べている・すなわ 

ち，「経費負担区分の 明確化を図り ，法制上独 

立採算制に基づく 事業であ ることを自覚し・ 建 

設・維持管理にあ たっては最小の 経費で最大の 

効果をあ げるよう，効率的な 運営に取り組む 必 

要があ る」． その具体的な 内容は，経営の 効率 

化と経営環境の 改善であ る． 

まず，答申が 経営の効率化として 挙げている 

項目は ，つ ぎの 4 項目であ る・ 

ァ 下水道施設の 建設では，経済口 り ・効率的 

な執行にっとめ ，投資の財政・ 使用料に与える 

影響を考慮し 投資効率の向上を 図ること・ 

イ 処理場・ポンプ 場では，施設の 効率白 9 枚 

善を図り，経費の 節減にっとめること・ 

ウ 汚泥の処理処分については ，減量化を図 

り，その利用について 研究開発をすすめ ，有効 

利用の促進を 図ること． 

ェ 原価意識の高揚と 経営改善をすすめ ， す 

みやかに公営企業法の 適用を図り事業運営にあ 

たること． 

(2) 経営環境の改善 

次いで答申が ，経営環境の 改善として挙げて 

いる項目は，つぎの 2 項目であ る・ 

ア 市民等との関係 

( ァ ) 下水道事業の 現況について ，多面的な 

きめ細かい PR 活動を行うこと． 

( 々 ) 分流大地域における 生活雑排水の 大 接 

紡 が公共用水域汚濁の 原因になるところから ， 

未 接続者に対し 個別指導等を 行うこと． 

( ゥ ) 下水道工事の 円滑施工のために ，周辺 

住民に説明会を 開催し理解を 得るとともに ， エ 

事 施工業者に対する 指導を登底すること ， 

イ 同等との関係 

この関係は， 国庫補助対象範囲， 国庫補助対 

象率，起債充当率，政府公庫資金秤，償還期限 

についての要望であ り，「昭和 55 年の下水道事 

業 答申」の内容と 同じであ る   

8  市民への PR 活動と下水道サービス 

(l) PR 活動 

川崎市では，これまでも 市民への PR 活動と 

下水道サービス 向上のため，水洗化工事の 助成 

策 および事業計画等について ， PR 活動等の施 

策を講じてきた ，答申は， さらに次のような 
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PR 活動と市民サービスについて 一層㈹対応、 に 

つとめる必要があ るとしている． 

まず， PR 活動について。 次のような幅広い 

事項について 提供する必要があ ると勧告してい 

ることが特徴的であ る・すなわち ，下水道計画， 

財政状況，維持管理状況，工事施工説明，事業 

効果情報等であ る． 

@2, 市民サービス 

下水道の市民サービスについて ，答申は， 本 

来 のものと整備段階のものとに 区分している． 

本来のものは ， 「下水道整備を 促進し 未 整備地 

区をなくすことにより ，市民にあ まなく安定的 

かつ継続的な 下水道サービスを 提供し   快適な 

市民生活を維持することにあ る」としている． 

これに対して・ 整備段階のものとしては 次の 

3 つ があ り， これに対応する 必要があ ると考え 

ている． 

① 市民間における 土地貸借等権 利関係問題 

の 調整を図る必要から ，水洗 比 紛争に係わる 相 

談・斡旋制度の 採用 @. こついて検討する 必要があ 

る， 

② 排水設備工事公認業者による 故障修理体 

制は ついて， 円滑な運用が 行われるよう 業者指 

導について十分留意する 必要があ る． 

③ 55 年の答申と同じく。 市民のニ - ズに応、 

えるための相談・ 苦情の処理にあ たっでは，市 

民に受付け窓口を 明確にしその 体制 ク ) 整備を 

図るなど， 迅速な対応にとくにつとめる 必要が 

あ る． 

9  あ とがき 

谷中は，最後の「あ とがき」のなかで ，先の 

答申をもとに ，川崎市下水道事業をとりまく 諸 

，情勢をふまえ ，事業の健全な 発展を図るための 

諸施策について ，慎重に審議を 重ねてきたとして ， 

次のような諸点についてまとめている． 

① 自治省の「裸出基準」によ v), - 般 会計 

と下水道事業会計が 負担すべき経費を 明確にす 

べく審議を重ね ，現行の負担区分および 使用料 

の 在り方について 改善することが 適当との結論 

に 達した． 

② 一般排水の使用料総額は ，財政事情・ 負 

担の公平から ， さきに過渡的措置として 除外し 

た資本費を計画的，段階的に 算入すべきであ る 

③ 下水道使用料については ，現行の区分と 

水量区画別の 体系を継続すべきであ るが，累進 

度については 検討を要する． 

④ 建設資金の安定的な 確保のために ，補助 

対象範囲の拡大，補助率の 引上げ，地方債にお 

ける良質資金の 確保， 償還年限の延長などの 措 

置を講ずる必要があ り。 国に対しあ らゆる機 

会をとらえ理解と 協力を得るための 要望をすべ 

きであ る， 

⑤ 建設用地の確保，工事施工上の 間 題 に対 

し 市民， 市議会等の理解が 望まれるので ， 

PR 活動等経営努力が 必要であ る． 

⑥ 答申趣旨を尊重し 諸施策の中に 取り入 

れる よう 要望する． 

0  本市下水道事業は ，長期的な事業経営の 
方策，公営企業会計への 移行，技術開発など 諸 

問題が山積している． 今後とも専門委員に よ る 

研究を継続して い く必要があ る， 

10 本答申の性格と 答申後の経緯 

われわれ専門委員は ， これまで説明してきた 

ような内容の「 Jl@ 帖市下水道事業財政の 在り方 

に関する答申」を ，昭和 58 年 12 月 21 日，川崎市 

市長に手渡すことができた． この答申に影響を 

及ぼしたのは ， 第 4 次下水道財政研究委員会の 

「下水道財政のあ り方について」 ( 日召 和 54 年 7 

月 ) の提言， そして自治省財政局長通知「自治 

省の繰 出 基準 - 印地方公営企業裸出金につい 

て 」の一部改正， 昭和 56 年 6 月 ) であ る． これ 

に よ り，一般排水の 使用料総額は ， さきに過渡 

的措置として 除外した資本 費を ，財政事情・ 負 、 

担の公平から 計画的，段階的に 算人すべきとし 

たのであ る． 

われわれ専門委員は ， 川崎市長にこの 答申を 

手渡し その直後に記者会見を 行った． そして 

答申の翌日，昭和 58 年は月 22 日の新聞は，記者 
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会見の模様を 全体に 亘 って報じている． すなわ 治 省の指導などによるものと 推測できる ( 各紙 )   

ち ，平均 58% の使用料改定が 必要であ ること， 

一般排水明 200 トン以下の使用量 ) について資 

本 費 の一部 10% 前後を使用料総額に 算定すべき 

こと，基本 領が 305 円程度になること ，標準家 

庭 (20 トン 1 月 ) では 1,000 円前後になること ， 

累進度を緩めること 等を伝えている．他方，批 

判的なニュアンスで ， 4 年連続の値上げ ，大口 

の負担軽減，受益者負担などの 見出しも見られ 

る．川崎市下水道局は ，答申から半年後の 昭和 

59 年 6 月，下水道使用料の 改定を市議会に 提案 

した・ その内容は，改定実施時期が 昭和 59 年 10 

月 1 日 ，平均改定率が 57.7%, 基本 領 300 円，使 

用料対象経費に 算入する一般排水に 係わる資本 

費 の一部が 22.5%, 累進度が 9 倍から 8 倍へ， 

標準家庭 (20 トン / 月 ) 使用料が 950 円， といった 

ものであ る． 

市議会での審議過程を 各新聞によって 見ると， 

次の通りであ る・川崎市会の 第五委員会は ， 6 

月 15 日，下水道条例一部改正案と 使用料値上げ 

反対の陳情 4 件を審議した．上げ 幅が大きすぎ 

る，資本費の 使用料への繰り 入れは下水道事業 

の公共性を損なうなど ，与野党委員が 厳しく追 

及， 同夜審議を中断， 裁決を後日に 回した． 6 

月 16 日，審議が再開され ，共産党を除く 各会派 

が，付帯決議や 国に対する意見書を 付けること 

で賛成するとの 態度を表明した． 6 月 18 日， 第 

五委員会は，下水道料金値上げ 案を可決し 同 

時に付帯決議と 国への意見書も 可決した． ここ 

で，付帯決議というのは ，①下水道事業計画を 

抜本的に見直す ，②一般排水に 係わる資本費の 

算入率は今後配慮する ，③市民への pR を徹底 

する，④今後一層の 経営努力を図る ， というも 

のであ る． また， 国への意見書というのは ，指 

定都市の国庫補助，起債 枠 ，償還期限等の 改善 

を要望するものであ る． 

仝回の使用料改定の 内容は，表 12 の通りであ 

る ． なお，一般排水に 係わる資本費の 算入率に 

ついて，専門委員の 案よりも市の 提案が高率で 

あ ったのは，下水道財政研究委員会の 提言， 自 

Ⅲ 平成 2 年の下水道事業答申 

1  市長の諮問の 主旨 

われわれ専門委員は ，昭和 58 年 12 月の下水道 

事業答申において ，長期的な事業経営の 方策等 

下水道事業を 取り巻く諸問題について 指摘し ， 

その改善について 提言した．その 提言を市側が 

実施したことについて ，「平成 2 年の下水道事 

業 答申」は ， 次のように述べている   すなわち， 

当局は， 「その提言した 事項を，企業会計への 

移行の実施等各種の 施策のなかに ，積極的に取 

り 入れ，事業経営の 向上がなされていることを 

評価するものであ る」， 

われわれ専門委員は ，答申後も引き 続き，下 

水道事業の経営の 在り方について 研究を重ねて 

きた・すなわち ，昭和 59 年 6 月 1 日伊藤市長ょ 

り ， 「川崎市における 下水道事業経営の 在り方 

について」諮問を 受けている．諮問の 趣旨は， 

昭和 58 年 12 月の答申に基づき ，下水道事業経営 

に係る諸問題について ， きたんのな い 意見を述 

べてほしい， という内容であ る． 

そして改めて ，平成 2 年 4 月 17 日「下水道事 

業における新財政計画と 経営の在り方につい 

て」諮問を受けた・その 諮問の趣旨は ，社会 経 

済 状況の変化に 合わせて，経営の 在り方に関し 

検討・研究をお 願いしてきたところ ，新財政計 

画の策定が急がれているので ，計画の策定に 向 

けた事業経営に 係る諸問題について ， きたんの 

ない意見を賜りた い ， というものであ る   

2  まえがき 

われわれ専門委員は ，川崎市長からの 諮問を 

うけ，新たな 角度から審議，検討を 加えた結果， 

当面の結論を 得た事項について ，平成 2 年 8 月 

10 日市長に答申した．すなわち ， 「川崎市下水 

道事業における 新財政計画と 経営の在り方に 関 

する答申」 ( 目次等 4 頁，本分 44 頁，資料 5 頁， 

以下，「平成 2 年の下水道事業答申」という ) で 

あ る．その構成は ， 次の通りであ る   

          下 :T " 
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まえがき 

1  下水道事業の 沿革 

2  下水道事業の 現状と計画 

(1, 下水道の整備 

。   2, 下水道の維持管理 

3  下水道事業の 経営と財政 

。   1) 経営状況 

。   2) 財政収支の現状と 課題 

4  経費負担区分の 在り方 

。 1, 経費負担区分の 原則 

(2. 公費で負担する 経費 

。   3, 一般排水に係わる 資本質 

(4@  その他 

5  下水道使用料 

。   1, 基本的な考え 方 

  。 2, 使用料総額 

。   3) 使用料体系の 在り方 

  。 4, 公衆浴場汚水 

6  経営改善 

(1, 経営の効率化 
(2) 経営環境の改善 

7  市民への要請と PR 

(l, 市民の責務 

(2, 市民への PR 

あ とがき 

答申の「まえがき」の 内容の特徴は ，下水道 

のおかれている 地球規模の環境問題と 都市の基 、 

幹 施設としての 今日の下水道の 意味について 述 

べている箇所であ る， すなわち， 

① 地球の温暖化現象，異常気象の 出現等の 

地球規模の環境問題に 関心が寄せられている・ 

それというのも ，大気汚染の 問題 ( オゾン層の 

破壊・酸性雨の 発生等 ), 水道水源の汚染，河 

川・湖沼・海洋の 水の汚濁の問題 ( 水生生物の 

減少等 ), 自然破壊の問題 ( 天然資源の浪費に よ 

る ) 等 ， これが内包する 課題が重大かっ 深刻な 

ものになっているからであ る． 

② 下水道は ， 人々の生命と 健康を守るうえ 

で， 水環境と深いかかわりを 持っている・ これ 

は，安全な水の 確保，水質汚濁の 防止，大雨に 

よる浸水被害を 防止するための 施設であ り， ま 

た市民の生活環境の 改善に欠くことのできない 

都市の基幹施設であ る． 

「平成 2 年の下水道事業答申」の 本文 (38 頁 ) 

は ， 「昭和 58 年の下水道事業答申」の 本文 (20 

頁 ) と比べると，下水道事業の 沿革 (58 年 0 頁 対 

2 年 4 頁 ), 下水道事業の 現状と計画 (58 ヰ -3 頁 

対 2 年 9 頁 ) 。 下水道事業の 経営と財政 (58 年 3 

頁 対 2 年 8 頁 ), 経費負担区分の 在り方 (58 年 6 

貝対 2 年 7 べ 一、 デ ), 下水道使用料 (58 年 3 頁 対 

2 年 4 頁 ), 経営改善 (58 年 3 頁 対 2 年 4 頁 ), 

そして市民への 要請と PR(58 年 2 頁 対 2 年 2 

頁Ⅰ と ，すべての面でより 多くのぺ ー ジを割い 

ている． 

「まえがき」と「あ とがき」を除く 本文が， 

平成 2 年の答申の場合倍増しているが ， これは， 

実情を詳述して 啓蒙的に内容を 広く知らしめた 

いと 言 う意図による． また，注で言葉の 説明を 

行ったりしている． この意味で， とくに前半の 

部分，下水道事業の 沿革，下水道事業の 現状と 

計画，および 下水道事業の 経営と財政が ， 58 年 

6 頁 対 2 年 21 頁と， 3 倍以上に多くなっている   

なお，平成 2 年の谷中の名称は ，「下水通事業 

の経営と財政」と 経営にも比重がおかれている 

のは， 2 つの答申の間の 時期，昭和 62 年 4 月に 

企業会計への 移 7 Ⅲ独立採算制に 基づく事業 ) が 

実現し経営としての 自立性を高め ， これに 焦 

点を当てているためであ る， なお， 「平成 2 年 

の下水道事業答申」の 本文を説明するに 当たっ 

て，「昭和 58 年の下水道事業答申」と 重複する 

箇所は省略することにした． これに加え，平成 

2 年の答申は，最近のものであ り， これを人手 

することは 吋能 と思われるので ，要約して記述 

するので了承されたい． 

3  下水道事業の 沿革，現状，および 計画 

。 1, 下水道事業の 沿革 

さて，平成 2 年の答申は，下水道事業の 沿革 

について， 4 頁を割いている・ 前回 58 年答申以 

降の沿革の事項としては ，平成元年 3 月に麻生， 
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環境センターが 処理を開始したこと ，昭和 62 年 

4 月から「地方公営企業法」の 財務規定等を 適 

用し官庁会計方式から 企業会計方式に 移行した 

ことが述べられている． 58 年以前の事項にっ ぃ 

ては， ここでは割愛することにしたい． 

(2 Ⅰ 下水道の整備 

ア 下水道整備の 現状 

奉 答申は，下水道の 整備と下水道の 維持管理 

について， それぞれ現状 C(2) アと @3) アコ と 計画 

((2) イと (3) イコ について述べている．下水道整 

備の現状としては ，答申は ， 次のような諸項目 

について述べている． ① 現在「第 6 次下水 

道整備五箇年計画」 ( 昭和 61 年度一平成 2 年度 ) 

な 行っているが ，平成元年度末の 人口普及率は ， 

66.5%( 面積普及率 62.8%) であ り，大都市のな 

かでは遅れている．② 最近 10 年間の下水道整 

備 ( 総事業費 3,540 億円投下 ) は， 人口普及率を 

31.5 ポイント引き 上げた ( 昭和 54 年度末 35% 一 

平成元年度 未 66.5%). ③ この間の下水管き 

ょの付設延長は ， 631km から 1,924km へと伸 

びた．④ 雨水施設．新たに 江川ポンプ場が 稼 

働・現在 16 か 所のポンプ場を 運転．⑤ 下水辺 

理 ，新たに等々 カ 環境センター ( 昭和 57 年 ) と麻 

生環境センター ( 平成元年 ) が稼働．既設の 人江 

崎と加瀬処理場をあ わせた 4 処理場での処理能 

力は， 日量約 62 万立方メートル．汚泥処理 ( 入 

江崎と加瀬処理場 ) 日量 52 トンの乾燥固形物 処 

理 ・⑥ 公共用水域の 水質保全のための 雨水滞 

氷池 ( 合流大下水道の 改善施策 ). 大島雨水滞水 

池 のけ 2 が稼働．他に 3 か 所を建設中   

イ 下水道整備計画 

下水道の整備計画では ，時代の動きに 対応し 

て，次のような 計画を持っている ， 

① 管 きょ整備と処理場建設． 100% 達成を 

目指す・整備の 遅れている西北部中心に 管きょ 

整備，処理場建設は ， この 管 きょ整備に並行し 

て，加瀬処理場と 等々 力 ・麻生環境センタ 一の 

拡張整備を計画・② 汚泥処理．省エネ・ 効率 

的な入江崎総合スラッジセンター ( 乾燥固形物 

日量 120 トンの処理能力 ) を建設中．③ 雨水 排 

除 施設整備計画． 現行 5 年に 1 度程度の降雨 

( 時間当り降雨量 52 ミリ ) 向け．新計画着手して 

いるのは， 10 年に 1 度程度の降雨 ( 時間当り降 

雨量 58 ミリ ) に対処するもの．④ 広域雨量 情 

報 システム・降雨情報を 迅速的確に把握し 雨 

水排除施設の 適正な維持管理を 図るもの，⑤ 

新たな雨水排除施設． 雨水滞水油・ 雨水貯留管 

を主体とした 貯留方式で，合流大下水道の 改善 

に よ る水質汚濁防止と 浸水対策をあ わせ行 う， 

⑥ 地域との調和を 配慮した市民に 親しまれる 

開放型の施設・まちづくり． 下水処理場・ 雨水 

滞水池の上部等を 防災避難広場・ 公園等として 

有効利用し処理水を 利用した「せせらぎ 水 

路 」を設置する・の 整備目標達成のための 建 

設事業費．総額約 4.000 億円 ( 平成 2 年度一 9 年 

度人口普及率 100% 達成 ). 総額約 2.200 億円 ( 平 

成 5 年度まで． 人口普及率 89% 達成 ). ⑧ ま 

た，答申に よ ると，事業の 執行にあ たって推進 

につとめるべき 事項は ， 次の通りであ る． げ ) 

普及率向上を 目指し地域性を 配慮した効率的 

な管きょ整備を 推進する．㈲ 河 li 事業と下水 
道事業が，連携・ 調整を図り，効率的に 雨水 排 

除 施設を整備する． ( ゥ ) 省力化対策を 入れた効 

率的な処理場・ポンプ 場を推進する．国 処理 

水 ・汚泥の有効利用の 方策を推進する． 

(3) 下水道の維持管理 

ァ 下水道維持管理の 現状 

下水道事業は ，普及率が高まるに つ れて，維 

持 管理の時代に 人るが， 答申は， 下水道の維持 

管理の現状と 在り方について ，次のように 述べ 

ている．の 川崎市下水道事業の 平成元年度の 

維持管理費， 89 億円． 4 処理場で年間約 1 億 5 

千万立方メートルの 下水と， 1 万 9 千トンの下 

水汚泥処理業務を 行う．② 維持管理の内容． 

下水処理場・ポンプ 場の施設・設備の 保守点検， 

放流水の水質保全， 管 きょ・マンホールなど 管 

路 施設の清掃・ 補修等・③ 都市化の進展，市 

民生活の多様化・ニーズの 変化により，下水道 

施設の近代化， 機械化等の機能改善と 水質改善 

が必要． 

  "" 一 Ⅰ 
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イ 下水道維持管理の 在り方 

ここで，維持管理の 目白りが答申に 書がれてい 

る．すなわち ，「下水処理場， ポンプ場，管路 

等の諸施設の 機能を常時良好な 状態に維持し 

下水を適性に 処理すること」であ る．答申は ， 

以下維持管理の 在り方について 述べている・ 

① 維持管理の在り 方として，効率化，省力 

化等に よ る経費の節減など 経済性への配慮が 必 

要であ る．② 近年の課題は ， 増こ う する雨水 

流出量・汚水量への 対応， 降雨時の水質汚濁の 

減量化，下水汚泥の 減量化・資源化， さらに施 

設の安全性確保・ 老朽化施設の 更新，処理場ポ 

ンプ場設備の 自動化，下水道台帳 の電算システ 

ム化等であ り，量的に増大するとともに 質的に 

も 高度化している．③ 答申は，維持管理の 施 

策について， とくに次の事項に 積極的に取り 組 

むべきであ るとしている． (   ァ ) 管理部門 ] の充実 

と維持管理体制 ( 職員研修 ) の適正化・ ( ィ @  「 広 

域 雨量情報システム」の 活用と正確な 降雨量の 

予測，および 初期放流水質の 改善と公共用水域 

の水質保全． ( ゥ ) 下水処理 水 ・下水汚泥の 再利 

用・製品化等有効利用の 促進．四 宝期的な保 

守点検整備による 下水道の機能保全，および 地 

震 ・火災等緊急時の 保全対策の推進・ オ 軽易 

な補完的業務の 外部委託等適正な 方策の推進・ 

補完的業務というのは ，汚泥の運搬，管路の 清 

掃，装置・機器の 保守等であ る・ 

4  下水道事業の 経営と財政 

(1) 経営状況 

ア 下水道事業の 法制度と企業会計方式 

下水道は， この 2 3 に時代に即し 多くの 

ニーズに応える 施設整備と維持管理に 努めなけ 

ればならないが ，他方目を転じて「下水道事業 

の経営と財政」を 見ると，多くの 問題を抱えて 

いることがわかる． 答申は， 「経営状況」 と 

「財政収支の 現状と課題」について ，次のよう 

に順次議論を 展開し勧告を 行っている・ 

答申に よ ると，「経営状況」の 項においては ， 

まず下水道事業は ， 「地方財政法」 上 (7, 咄 万全 

営 企業であ り， その経営は公共性と 経済性の原 

則のもとに運営されるものであ り・ その経理は， 

特別会計を設けて 行 う こととされている． 

川崎市の下水道事業は ，前回の答申に 基づき， 

昭和 62 年 4 月Ⅰ 日 ， 「地方公営企業法」の 財務 

規定等を適用し これまでの官庁会計方式から 

企業会計方式に 改めた．企業会計方式は ， 次の 

諸点に特徴があ る．。 7) 発生主義により ，債権 

債務の発生の 事実によって 経理するので ，収益 

と 費用の対応関係，事業活動の 成果が明らかに 

なる．。   ィ ， 減価償却の概俳が 導入され，資産の 

増減変化が記帳 され，資産状態が 把握される・ 

( ゥ ) 経営成績と財政状態が ，損益計算書と 貸借 

対照表によって 適正に把握される ( 答申 ), 

イ 経営成績 

次に答申によると ，川崎市下水道事業の 経営 

成績と財政状態は ， 次の通りであ る．昭和 63 年 

度の費用．営業費用 132 億円，営業覚費用 1 53 

億円，総計 285 億円． ( 内訳，減価償却 費 53 億円， 

支払い利息・ 企業 債 取扱諸費 153 億円。 両方で 

総費用の 70%). 

昭和 63 年度の収益． 営業収益 210 億円， 営業 

外 収益 75 億円，総計 285 億円． ( 内訳，下水道使 

用料 106 億円，総収益の 37.1%, 一般会計負担 

金 103 億円，一般会計補助金 7H 億円 ). 

損益計算上は ，収支均衡の 決算となっている 

が， 問題は， 収支均衡といっても 川崎市の一般 

会計から営業収益として 一般会計負担金 103 億 

円 ( 総収益の 36.4%), 営業覚収益として 一般会 

計 補助金 7¥ 億円 U ポ " 収益の 25.0%) が 繰り入れ ろ 

れていることであ る．前者の一般会計負担金は ， 

雨水処理に係わる 経費や排水指導経費等， 自治 
省が定める「裸出基準」等に 基づき一般会計が 

負担するものであ り。 後者の一般会計補助金は ， 

使用料軽減に 要する経費や 未稼働資産に 係わる 

企業 債 利息等を一般会計が 補助するものであ る   

とくに問題なのは ，後者の一般会計補助金の 

うち 51 億円の汚水処理補助金であ り， これは一 

般排水に係わる 資本費の公費負担分を 指し下 
水道財政研究委員、 会 ( 財団法人日本都市セン 
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タ ㍉の提言に よ ると，本来下水道使用者が 負、 

担 するものとされている   

したがって，損益計算上の 収支は， 51 億円の 

不足ということになる ， この汚水処理補助金は ， 

昭和 62 年度から平成元年までの 3 年間で， 161 

億円に達している． 

ウ 財政状態 

昭和 63 年度末の資産・ 固定資産 4,370 億円， 

流動資産 187 億円，総額 4,557 億円・ 旧訳， 管 

きょなどの排水施設を 主とする構築物 3,020 億 

円，総額の 66.3%, 処理場やポンプ 場等の機械 

および装置 475 億円， 10.4%). 

昭和 63 年度末の負債と 資本・負債 188 億円， 
借入資本金をふくむ 資本 4,369 億円， 負債・ 資 

本 総額 4,557 億円・ ( 内訳，資本金 2.856 億円お 

よび剰余金 1,513 億円，資本金の 内訳， 自己資 

本金 330 億円と借入資本金 2 、 526 億円 ). 

ここで注目すべきは ，借入資本金，すなわち 

企業 債 未償還残高が 2,526 億円あ ることで，負 

債・資本総額の 55.5% を占める． また，剰余金 

のうち国庫補助金が 970 億円であ る． 

(2) 財政収支の現状と 課題 

次に，「財政 ux 支の現状と課題」について 答 
申 が述べているところを 要約すると，次の 通り 

であ る． 

① 昭和 58 年の答申に基づき ，前回の財政収 

支計画 ( 昭和 59,-61 年度 ) では，それまで 全額金 

費 とされていた 一般排水に係わる 資本 費は つい 

て，新たにその 一部 (22.5%) を使用料に算入し 

た・ ( 注 資本費の内容は ，企業会計方式にな 

って ， 次のように変わった． 昭和 61 年度以双 

「市債の元金償還 金 および支払い 利息等」，昭和 

62 年度以降「減価償却 費 および企業 債 利息等」 ) 
② 膨大な建設投資の 結果，資本 費 が増こう 

し 一般排水に係わる 資本費の公費負担分 
(77.5%) に対する一般会計からの 裸出金 ( 補助 

金 ) も増加の一途をたどっている． また，普及 

率の向上とともに ，汚水量全体に 占める一般排 

水の比率は，上昇を 続けることは 明らかで， こ 

の公費負担額も 増加すると予測される． 

③ 平成 2 年度予算の管理運営経費 353 億円 

の内訳は，維持管理費 99 億円 (28.0%, 人件費 

と動力 費 ・薬品 費 等の物件費 ) と資本 費 254 億円 
(72.0%) であ る． 管理運営経費 353 億円の充当 

財源の内訳は ，下水道使用料 119 億円 (33.8%), 

国庫補助金等 6 億円 (1.6%), 一般会計負担金 

121 億円 (34.2%), および一般会計補助金 107 億 

円 (30.4%) であ る・一般会計への 依存度が，非 

常に高くなっていることが 分かる． 

④ 一般会計からの 繰出しと市税収入を 上 ヒ駁 

してみると，市税収人は ，昭和 62 年度 2,026 億 

円， 63 年度 2 。 267 年度，平成元年度 2,399 億円， 

2 年度 2,430 億円であ るのに対して ，一般会計か 

らの繰出し ( 負担金，補助金，出資金，借入金 ) 

は ，昭和 62 年度 180 億円， 63 年度 209 年度，平成 

元年度 235 億円， 2 年度 264 億円であ る． 上ヒ 率は， 

それぞれ 8.9%,9.0%,9.8%, そして 10.9% とな 

っている， 

これらの資料を 基に答申は ， 次のように提言 

している・ 「仝後とも下水道事業会計への 繰出 

しが増加し続ければ ，一般会計の 財政を圧迫す 

る要因ともなりかれない」． 「公営企業としての 

下水道事業の 収支の実質的均衡を 図ることが 必 

要 であ り，そのためには ，負担区分に 基づく適 

正な経費負担の 在り方について 検討を行い ， 新 

たな財政収支計画を 早急に策定して ，下水道使 

用料の合理的な 設定を行い，安定した 財源を確 

保することが 緊要であ る」．答申は ， さらに次 

のようにい う ・ それと同時に ，経営感覚の 醸成， 

管理組織の整備，原価意識の 高揚，事務事業の 

近代化，施設整備の 計画的執行，省エネルギ 一 

型施設の採用など ，事業全体について 経費節減 

等の内部努力を 払い，使用料水準の 上昇をでき 
るだけ抑える よ うに努めなければならないこと 

はい う までもない   

また，答申は 財政収支計画期間に 空白が生じ 

ることのないよ う， 「その継続性に 留意するこ 

とが必要であ る」とし また財政収支計画の 期 

間は，社会経済情勢の 動向，下水道普及の 推移， 

下水道整備計画等を 踏まえて，予測の 確実性を 

        。 マア 
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5  経費負担区分の 在り方 

Ⅲ 経費負担区分の 原則 

地方公営企業法第 17 条の 2 によると，地方公 

営企業については ，適正な経費負担区分に 基づ 

き算定された 事業収入をもって ，継続的に安定 

した事業の運営をすることが 望ましい姿であ る 

とされている． また，下水道事業における 費用 

負担の在り方については ，下水道財政研究委員 

会第 5 次提言が， 昭和 60 年に示されており ， そ 

して第 5 次提言を受け ， 自治省から「地方公営 

企業 繰 出金について」の 一部改正 ( 昭和 61 年． 

自治省財政局長通知 ) が通達されている． これ 

に よ ると， 下水道事業の 管理運営に係る 費用 

( 維持管理費と 資本 費 ) の負担については ， 「雨 

水二公費」， 「汚水二私費」が 原則であ るとして 

いる   

答申は， この原則の理由づけを 試み， 前者 

「雨水二公費」については ，雨水排除，浸水防 

除が ， 自然現象に起因し 受益が広範に 及び， 

受益者が特定できないためとし ，後者「汚水 = 

私費」については ，汚水の排除・ 処理について ， 

使用者が生活環境の 改善等の受益があ ること， 

また公共用水域の 水質汚濁の原因者であ ること 

を挙げている・ そして答申は ， これらの指針を 

参考にしながら ，実態に即した 経費負担区分の 

在り方について ， さらに検討を 行い，財政収支 

計画の策定に 反映させるべきであ ると勧告して 

い る． 

(2) 公費で負担する 経費 

答申が ， 次のように「公費で 負担する経費」 

として列挙しているのは ， 自治省「裸出基準」 

に 示された公費で 負担することが 適当であ る経 

費のうち本市下水道事業に 該当する経費， なら 

びに本市において 公費で負担することが 適当で 

あ る経費であ る． 

ァ 雨水処理に要する 経費 ( 資本 費と 維持 管 

理費 ). ィ 公共下水道に 排除される下水にっ 

い て，公共用水域の 水質保全のための 規制事務 

に要する経費． ゥ 水洗便所の改造命令および 

排水設備に係わる 監督処分に関する 事務に要す 

る経費の 2 分の 1 の 額 ． エ 不明 水 ( 計画汚水 

量を定めるときに 見込んだ地下水量を 超えるも 

の ) の処理に要する 経費． オ 禾稼働資産に 係 

る企業便利息・ 世代間の負担の 公平から， これ 

を後年度に繰延べ 稼働の時点で 使用者負担とす 

るが， 本市 使用料水準の 実態から， 当分の間合 

額を公費負担とすることもやむをえな い ． 力 

水洗便所等改造資金の 貸付助成事業に 要する経 

費・ キ 臨時財政特例 債 に係る企業 債 利息． 60 

年以降高率国庫補助金の 補助率の一律削減措置 

が 実施され，削減額に 対してこの債券が 発行さ 

れている． ク その他公費で 負担する必要があ 

る経費．生活保護世帯等に 対する下水道使用料 

減免 額 ，公衆浴場汚水・ 共用汚水に対する 下水 

道使用料軽減措置 額 ，その他当面公費で 負担す 

る 必要があ る経費． 

(3) 一般排水に係わる 資本 費 

① 一般排水に係わる 資本 費 とその公費・ 私 
費負担 - 

「一般排水に 係わる資本 費 」は，奉答申の 中 

で最も重要な 箇所であ る・答申は ， 次のように 

議論を構成して、 、 る ・ まず，建設投資にともな 

う資本 費 が増こうするのは 必然であ ること， ま 

た下水道整備完了地域における 水洗化の遅れの 

実態から，汚水処理原価の 全額を使用者負担と 

することは負担増を 招くこと，負担増緩和のた 

め本市で一般排水に 係わる資本 費 の一部を公費 

負担とする措置が 実施されていることを ，それ 

ぞれ指摘している． 

さらに，答申の 指摘が続く．川崎市では 一般 

排水に係わる 資本貫の一部分 (22.5%L だけを算 

入し，大部分 (77.5%) を公費負担としているこ 

とにより，一般会計補助金が 多額にのぼって い 

ること，一般会計補助金は ，汚水処理原価の 未 

回収部分 ( 使用料に よ る ) に対する赤字補てん 的 

な性格をもっことに 注意をうながしている． そ 

して「このような 措置は，本来，使用者が 負担 
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すべき部分を ，使用者でない 市民の税で負担す 
ることになり ，使用者と未使用者間の 負担の公 

平から見て望ましい 姿とは言えない」と 判断し 

ている． したがって， この措置は使用者の 負担 

増を緩和するための 暫定措置と考えるべきであ 

り， これを縮小して い くべきものと 考えるので 

あ る．それというのも ，今後の下水道の 普及と 

汚水排出量の 増加に対応して ，使用者と未使用 

者間の， また使用者相互間の 負担の公平を 確立 

しなければならないためであ る． 

② 一般排水に係わる 資本費の取扱いについ 
ての経緯と在り 方 

川崎市では，先の 下水道使用料改定 ( 昭和 59 
年 10 月 1 口 実施 ) において，従来全額が 公費負、 

担とされてきた 一般排水に係わる 資本 費は つい 

て，その一部 (22.5%) が新たに使用料総額に 算 

入されたところであ る． 

そして答申は ，「一般排水に 係わる資本 費に 

ついての今後の 在り方」について ，次のように 

提言している． 「今後も，暫定措置として 一般 

排水に係わる 資本 費 の一部を公費負担とするこ 

ともやむをえないが ，前述のような 一般会計 補 

助 金に大きく依存した 下水道財政の 健全化を図 

るため，引き 続き，一般排水に 係る資本質の 一 

部を計画自 り ，段階的に使用料総額に 算入するよ 

う，負担区分の 改善を進めるべきであ る」・公 

費負担とされてきた 一般排水に係わる 資本 費に 

ついては， 表 nl 「川崎市下水道事業の 負担区分 

( 汚水分 ) 」のごとく，すでにその 一部 (22.5%) 

が新たに使用料総額に 算入されたところであ る   

これに加え，今後の 在り方として ，答申は 
「その具体的な 算入率の決定に 際しては，市民 

間の負担の公平を 図るために，使用者の 負担能 

力， 国 および 他 都市の動向等をも 勘案しながら ， 

計画的，段階的な 見直しを進めるべきであ る」 

と提言している ( 本稿 30 頁．「奉答申の ，性格と答 

申 後の経緯」参照 ). 
(4)  その他 

答申は ， 「その他」として ，処理水を利用し 

た「せせらぎ 水路」の設置を 掲げ， この快適な 

住環境の施設づくりに 係わる経費負担区分の 検 

討を提言している・ 

6  下水道使用料 

(1) 基本的な考え 方 

答申では，下水道事業の 財政基盤を確立させ 

るためには，「経費負担区分の 在り方」に基づ 

き算出した使用料対象経費を ，一般汚水・ 公衆 

浴場汚水等の 使用区分および 水量区画別に 配賦 

し 安定した財源を 確保すべきであ るとして， 

前回答申と同じ 基本的な考え 方を示している・ 

(2) 使用料総額 

58 年の答申では ，財政事情および 負担の公平 

から，資本 費 の一部を計画的・ 段階的に一般排 

水の使用料総額に 算入するよ う 改善すべきであ 

ると提言した． これを受けて 川崎市の現行の 使 

用料総額には ，一般排水の 資本 費が 算入されて 

は い るが，上記のごとく 算入率は 22.5 パーセン 

トは とどまり，一般排水の 資本費の大部分につ 

いては，公費負担となっている・ 

平成 2 年の答申の立場は ， Ⅱ汚水二私費』に 

より使用者が 負担すべき経費全額を 対象として 

算定されるのが 原則であ る」というものであ り   

したがって本答申の 提言は，「下水道事業の 財 

政基盤の確立に 向け，第 2 次段階での一般排水 

に係わる資本費の 算入については ，計画的，段 

階的に一層推進すべきであ る」と算入率の 増加 

を 提言している． 

(3) 使用料体系の 在り方 

① 個別原価主義による 使用料の算定と 基本 

領 ・超過額算定の 基礎経費 

答申は，前回の 答申と同じく ，使用料体系で 

は，使用の程度が 特定できるので 個別原価主義 
を中心として 考えるべきものであ ること， そし 

て「基本 領 (10 立方メートルまでの 料金 ) は固定 

的経費を対象に ，超過額 (10 立方メートルを 超 

える水量区画に 対する料金 ) は変動的経費を 対 

象として算定される」と ，原則論を述べている   

② 基本 領 ・超過額の対象経費 

そして， 奉 答申は使用料の 基本領と超過額 算 
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表 11 川崎市下水道事業の 負担区分 ( 汚水分 ) 

  老仏 市 名 i １ 1J １ 小 六 百 I 市 
  

  財政収支計画期間   昭和 59 年 4 月一昭和 62 年 3 月 
  

    実施年月日 昭和 59 年 10 月 1 日   

維持管理費 
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    三公費負担部分 

栄 区分図の表示は ， 維持管理費と 資本質， 減価償却 費 。 又は， 元金償還 金 Ⅰと 

支払利息，水量のそれぞれの 構成割合を示していない " 

参照 川崎市専門委員 ( 下水道事業問題研究 押 -%  「川崎市下水道事業における 

新財政計画と 経営の在り方に 関する答申」平成 2 年 8 月 10 日，別表 3   

定の基礎経費について ，詳細な分析を 行って い 量の多寡に係りなく 下水道施設の 規模に応じて 

る おり， このことも本答申の 特徴の一つとなっ 必要とされる 経費 ) の一部を対象に ，超過額は 

ている・ すなわち， 変動的経費の 比率の少ない 基本 領 に配賦した経費を 除いた額を対象にして 

本 市で，原則どおりに 基本 領 ，超過額を設定す 算出するのが 本市の実情に 適合するものと 考え 

ると，経費の 大部分を基本領で 回収する使用料 られる」と， 見解を述べている． これは，前回 

体系になること ， この場合基本額は 高額に ，超 の 答申と同じ見解であ る   

過 額は低額となり ，多量使用者ほど 使用料負担 ③ 超過額の配賦方法 

が 軽減されることを 述べる   さらに答申は ，超過額の配賦方法について ， 

そのため答申は ， 「一般汚水の 現実の使用料 詳細な展開を 行っている． 「超過額の対象経費 

単価の設定にあ たっては，基本額は 固定的経費 の 超過水量区画への 配賦方法は， 変動的経費 

であ る需用実費 ( 使用料徴収経費等，使用者数 ( 動力 費 ，薬品 費等 ， 水量の多寡に 応じて必要 

に 応じて必要とされる 経費 ) の全額と固定費 ( 人 とされる経費 ) については，全水量均等に ， 固 

件費 ，減価償却 費 ・企業 債 利息の資本 費等 ， 水 定費は ，水量の大きさに 応じて，各水量区画に 
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傾斜日りに配賦するとともに ，水量区画間の 単価 

の差が顕著にならないよう 単価額を設定するこ 

とが適当であ る」と見解を 示している・ 

④ 水量区画の在り 方，累進別使用料体系， 

および隣接都市等の 使用料水準への 配慮 

これに続いて ，答申は次のような 提言をして 
い る．すなわち ，水量区画の 在り方については ， 

現行のものを 継続することが 適当であ ること， 

累進別使用料体系は ， 本 市の実情に応じた 適切 

な 累進度を検討すべきであ ること，そして 使用 

料単価の設定にあ たっては，他の 政令指定都市 

および隣接都市等の 使用料水準との 均衡に配慮 

することも必要であ ることを述べている・ なお， 

奉 答申の別表 4 によると，川崎市の 答申時の使 

用料水準は，比較白 9 低い部類に属している・す 

なわち，標準家庭 (20m3/ 月 ) における大都市下 
水道使用料は ， 低い順で次のようになっている   

大阪市 625H, 仙台市 770 円，広島市 905 円， 札 

帳 面 910 円，川崎市 950 円，京都市 1,130 円，平 

均 (Jl@ 市を除く )1,168 円，横浜市 1,250 円，名 

古屋市 1 。 370 円，東京都 1,433 円，神戸市 1,450 

円，北九州市 1.470 円，福岡市 1,530 円・ 

⑤ 公衆浴場汚水 ( 省略 ) 

7  経営改善 

Ⅲ 経営の効率化 

答申は，下水道事業の 経営にあ た って取り組 

む 姿勢について ， 前 答申と同じく 次のように述 

べている．すなわち ，① 法制上独立採算制に 

基づく事業であ ることを自覚する ，② 経費負 
担区分の明確化を 図る ， ③ 施設の建設・ 維持 

管理にあ たって最小の 経費で最大の 効果をうる 

ため，効率由りな 運営に取り組む 必要があ る・そ 

の具体的な内容は ，経営の効率化と 経営環境の 

改善であ る． まず，答申が 経営の効率化として 

挙げている項目は ， 次の 5 項目であ り， これら 

はその時代の 課題を反映している・ 

ア 「地方公営企業法」の 財務規定等の 適用 

に加え，経営感覚の 醸成，管理組織の 整備，原 

価意識の高揚等を 図り，経営の 自主性を一層進 

めること． イ 雨水貯留 管等 新たな下水道施設 

の建設にあ たって，経済性，効率性に 留意し 

投資効率の向上を 図ること・ ウ ポンプ場運転 

方法の改善や 省エネルギ一型水処理施設の 実用 

化に加え，事務事業の 近代化・機械化を 進め ， 

経費節減を図ること・エ 下水汚泥の減量化の 

研究開発， コンクリート 二次製品・道路路盤材 

としての試験的使用を ， さらに実用化へ 向けて 

研究開発を進めること． オ 下水道使用料以覚 

の 収入を確保するため ，下水道施設・ 敷地の有 

効利用ならびに 付帯事業の開発を 推進すること   

(2) 経営環境の改善 

次いで答申が ，経営環境の 改善として挙げて 

いる項目は ，つ ぎの 2 項目であ る・ 

ア 市民の理解と 協力 

( ァ ) 下水道事業の 現況についての PR 活動， 

( ィ ) 生活排水が川や 海の汚染原因となっている 

こと，排水設備の 設置が市民の 責務であ ること 

を PR する． 「排水設備設置促進員」に よ る 未 

接続者に対する 訪問指導を強化すること・ ( ゥ ) 

工事説明会の 充実，工事施工業者に 対する指導 

の強化を図ること．そして ，田 水洗化 G 争に 

係わる相談，あ っ族制度の活性化，公認業者に 

よ る排水設備の 故障修理体制の 充実等，市民 

サービスを一層進めること． 

イ 同等に対する 働き掛け 

川崎市は，国庫補助対象率および 企業 債 の 発 

行 条件の改善等について ，大都市会議，財団法 

人日本下水道協会等を 通じ， また本市独自の 要 

望活動により ，国に働き掛けている・ まだ，実 

現していないものもあ るので，引き 続き努力す 

べきであ る． この点は，昭和 55 年の答申と昭和 

58 年の答申の内容とほぼ 同じであ る   

8  市民への要請と PR 

Ⅲ 市民の責務 
「市民への要請と pR 」では，処理区域に 居 

住する市民が ，処理開始後早く 排水設備を設置 

することを要望し これを「市民の 責務」とし 

ており， この点も本答申の 特徴の一つとなって 
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いる・ ( 「市民サービス」の 項目がなくなって い 。   2) 市民への PR 

る ． ) Jl@ 市で PR を積極的に展開しているものは ， 

この「市民の 責務」では，公共用水域の 汚濁 各種パンフレットおよび 事業 PR ビデオの制作， 

原因として，一般家庭からの 生活排水が問題に 小学校 4 年生を対象とした 副読本の発行，下水 

なっていること ， 「下水道法」では ，処理区域 道 フェアの開催等であ る． 

に 居住する市民に 対して，排水設備を 設置する ここでとくに ， 奉 答申は「処理区域において ， 

設置義務を課していることを 述べる   排水設備の設置が 計画どおり進まない 状況から 

しかし答申によると ，川崎市の場合，分流 式 みても， PR により市民の 理解と協力を 得るよ 

地域での排水設備の 設置が処理開始後 3 年を経 ぅ 今後とも努力する 必要があ る」としている   

過した時点で ， 60% 程度に停滞している   @ し @ " 一 最後に答申は ， 「 PR により具体的な 即効性を 

で答申は， 「市民一人ひとりが 水環境の保全に 期待することは 難しいことではあ るが、 下水道 

対する自らの 責務を再認識する 必要があ る」と 施設の模型を 常設展示するなど pR の内容、 方 

述べ， 「処理区域に 居住する」市民が 速やかに 汝等を工夫し 下水道の役割とその 効果が市民 

排水設備を設置し 自ら排出する 汚水を公共 下 により分かりやすいものとなるよう ，地道な努 

水道に排除する よう とくに要望するものであ 力 を積み重ねることを 望むものであ る」と ，提 

る 」と勧告している   青 している   

表 12 川崎市下水道使用料の 変遷 (2) ( 処理区域， m3/ 月 ) 

改 定 年 月 日 56, 4, 1   57, 4, 1   58, 4, 1    59, 10, 1   3, 4, 1   

巨 J 決 年 月 日 )   55.  12.  19     (59 ， 6, 18)@ (2 ， 10 ， 6) 

基 本 領 l0m  3 まで 

ll 一 30m3 

  
超 

31 一 50m3 
過 

「 D  l 一 100m3 
舟 "  又 額 

101 一 200m3 
Ⅱ エ 

T 号 201 一 600m3 
m3 

601 一 2,000m3 
水 に 

2,001 一 5,000m3 
つ 

き 5,001m3 以上 145 155 165 240 298 

分 場 基本 領 l0m3 まで 35 35 3" コ 75 80 
衆 汚 治 水 超過額 nl 一 1 m3 につき 3.5 3.5 3  ． 「 D @  ． " コ 8 

夫米に 基本 領 5m3 まで 25 25 25 40 50 

月一つ 汚甘 き l 超過額 5 一   1m3 にっき   5 5 5 8 10 



30  (30) 横浜経営研究 第 ㎜ 巻 第 1 号 (1992) 

9  あ とがき 

答申は，最後の「あ とがき」のなかで ，先の 

答申をもとに 川崎市下水道事業をとりまく 諸情 

勢をふまえ，事業の 健全な発展を 図るための 諸 

施策について 慎重に審議を 重ねてきたとして ， 

次のような諸点についてまとめている． 

① 今回の審議にあ たっては， 木 市下水道事 

業が「地方公営企業法」の 財務規定等を 適用し 

ていること ( 企業会計方式 ) をふまえ，経営成績 

と 財政状態の分析等を 行った． 

② 経営成績については ，昭和 f62 年度から平 

成元年度までの 3 年間に， 161 億円の汚水処理 

補助金を一般会計から 繰入れ， この額が実質的 

な収支不足であ る・ また，財政状態については ， 

企業債の未償還残高であ る借入資本金が 2,526 

億円に達している． 

③ 現在空白が生じている 財政収支計画を 策 

定し下水道使用料の 合理的な算定を 行って ， 

安定した財源を 確保することが 必要であ るとの 

結論に達した． 

④ 適正な下水道使用料の 算定にあ たっては， 

合理的な経費負担の 在り方に配慮し 一般排水 

に係る資本 費 の算入率を計画白 9, 段階的に引上 

げるべきであ る． 

⑤ 下水道使用料の 体系， 累進度， 隣接都市 

の使用料水準等については ， 本文中に述べた 通 

りであ る． 

⑥ 下水道は， これを市民が 利用することに 

よってその機能を 発揮するものであ るから，水 

環境保全について 市民が自らの 責務を再認識し 

自ら排出する 汚水を公共下水道に 排除する よう 

協力を要請する． 

の 最後に，市当局は ，奉答申の趣旨を 尊重 

して諸施策に 取り入れ，下水道の 普及率 100% 

に向けて事業を 促進し将来にわたり 事業の健 

全な経営に努力することを 要望する． 

10  本答申の性格と 答申後の経緯 

われわれ専門委員は ，平成 2 年 4 月 17 日に諮 

問を受け， これまで説明してきたような 内容の 

「川崎市下水道事業における 新財政計画と 経営 

の在り方に関する 答申」を，平成 2 年 8 月 10 日 

川崎市市長に 手渡すことができた． 使用料改定 

に限らず， 幅 G く 経営の諸問題について 答申を 

行ったのであ る． この答申に影響を 及ぼしたの 

は，下水道財政研究委員会 ( 財団法人日本都市 

センタⅡの第 5 次の提言 ( 昭和 60 年 7 月 4 日 ) 

と ， そしてこの第 5 次提言を受けた 自治省「地 

方公営企業裸出金について」の 一部改正 ( 昭和 

61 年， 自治省財政局長通知 ) であ る．例えば第 

4 次の提言では ，利用者負担の 強化を勧告して 

いたのに対して ，第 5 次の提言では ， 「汚水二 

私費」が原則であ るとされている． 

8 月 10 日の答申後，われわれ 専門委員は記者 

会見を行ったが ， その結果が翌日の 各新聞に掲 

載されている・ 各紙は，平均 46.3% の使用料改 

定が必要であ ること，一般排水 ( 月 200 トン以下 

の使用量 ) について資本 費 の一部 50% 前後を使 

用料 総額に算定すべきこと ，基本 領が 400 円程 

度になること ，標準家庭 (20 トン / 月 ) では 1 。 390 

円程度になること 等を報道している． これは， 

6 年半ぶりの値上げであ り，市議会で 可決され 

れば，平成 3 年 4 月の実施を予定していること 

も，報じている． 

川崎市下水道局は ， 答申から 約 1 ヵ月 後の平 

成 2 年 9 月，下水道使用料の 改定を市議会に 提 

案した・川崎市総務局の 記者発表の後， 9 月 5 

日の各紙に よ ると，その内容としては ，改定実 

施時期が平成 2 年 4 月 1 日， 平均改定率が 

29.8%, 基本領 が 390 円，使用料対象経費に 算 

入する一般排水に 係わる資本 費 の一部が 43.0%, 

標準家庭 (20 トン / 月 ) 使用料は 1,230 円，累進度 

の緩和をはかる ， といったものであ る． 

各紙は，答申より 小幅な値上げ 率になったこ 

とについて， 水道局の説明を 掲載している． 

「市民負担の 軽減を考慮した」，「大幅値上げは 

市民の理解が 得られないと 判断した」，「答申を 

踏まえながら ，少量使用者の 市民や公出浴場経 

営者の負担を 軽減するため ，値上げ幅を 抑え 

た」という大山改定緩和措置が ，その説明であ 
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る ・ しかし財政収支計画期間に 大幅な空白期 

間があ り， 6 年半使用料改定がなかったのに ， 

なぜこの措置であ ろうか． 

¥0 月 2 日と 4 日の第五委員会を 経て， 10 月 6 

日の本会議で 市側の改定案がそのまま 議決され 

た   

その後，平成 3 年 6 月 7 日，われわれ 専門委 

員は高橋清川崎市長より 次の事項について ，再 

び諮問を受けた． 「川崎市下水道事業経営の 在 

り 方について」． その趣旨は，社会経済状況の 

変化等に合わせて ，経営の在り 方に関し検討・ 

研究を願 い ， また経営に係る 諸問題について 意 

見を賜りた い というものであ る． 

くこの論 稿は ついては，文部省平成 2 年度科学 

研究費補助金の 交付を受けている． ノ 

て ． " 士 "C ") 

( おくむら とく いち 横浜国立大学経営学部教授 ) 

    


